
平成２０年度当初予算案の概要

平成２０年２月

宮 城 県

Ⅰ 予算編成の基本的考え方

○ 日本経済は、企業部門の底堅さが持続し、景気回復が続くと見込まれているが、

中小企業の中には景気回復が及んでいないところも多く、依然として地域間でばら

つきがみられる状況

○ 歳入では、法人関係税を中心として県税の伸びが期待できないこと、地方再生対

策の実施等によっても臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税は微増にとどまっ

たことから、結果として地方一般財源の総額は減少するため、引き続き多額の財源

不足が発生

○ 一方、歳出では、障害者自立支援制度や後期高齢者医療制度などにも法令に基づ

き的確に対処していく必要があり、社会保障関係経費は引き続き増加

○ このような極めて厳しい状況の下、平成２０年度当初予算は、「宮城の将来ビジ

ョン」の推進を加速化するため、「みやぎ発展税」の導入により財源を確保すると

ともに、新・財政再建推進プログラムに基づく取組に加え、更なる財源対策を講じ

ることにより、限られた財源を効率的・重点的に配分することで編成

○ 具体的には、多額の財源不足を解消するため、

・ 歳入では、県債の活用や基金の取崩し等による対応を行いつつ、土地売却や広

告収入など、できる限りの収入確保に努めた上で、株式売却収入を計上

・ 歳出では、定員管理計画等による人件費の抑制や、公債費の平準化等を図ると

ともに、内部管理経費を中心に引き続き徹底した削減・抑制に努力

○ また、富県宮城の実現に向けて積極果敢に挑戦するため、「みやぎ発展税」収入

による基金事業を意欲的に展開するとともに、「宮城の将来ビジョン」に掲げた基

本方向を具体化するため、製造業の集積促進や観光、農林水産業の強化等の取組に

ついては、特に重点的に予算化

１ 富県宮城推進基金事業

２ 富県宮城の実現 ～県内総生産１０兆円への挑戦～

３ 安心と活力に満ちた地域社会づくり

４ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり
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Ⅱ 主な事業

※ 「１ 富県宮城推進基金事業」、「２ 富県宮城の実現」に重複して同一名称の事業

があるが、前者は新規・拡充事業として「みやぎ発展税」を充当するもの、後者は、

従来事業として既存財源を充当するものとして区分。

（単位：千円，［ ］は債務負担行為）

１ 富県宮城推進基金事業

（新規）・富県宮城推進基金造成費 ４,３４４,０００

「みやぎ発展税」収入額の基金積立金

（１）企業集積促進

・情報通信関連企業立地促進奨励費 ６３,４５０

県内地方都市への立地や顧客からの受信型コールセンター等に限定した奨励金の交付

（新規）・企業立地促進法関連産業集積促進費 １５０,０００

市町村が行うオーダーメイド型工場用地造成事業等に対する無利子等貸付金

（新規）・（仮称）大衡インターチェンジ等整備費 １,０５０,０００

仙台北部・第二仙台北部中核工業団地のアクセス向上を図るインターチェンジの新設等

（新規）・交通安全施設整備費 ２０,０００

県内工業団地等への企業進出に伴い、交通の円滑化を図るために行う信号機等の設置

（２）中小企業技術高度化支援

・富県宮城技術支援拠点整備費 １８０,０００

産業技術総合センターに機器を整備し、自動車関連産業等に参入を図る中小企業を支援

・地域企業競争力強化支援費 ８,０００

自動車・高度電子機械産業の関連技術を実用化する研究を行い、企業の製品開発等を支援

・自動車関連産業ＯＢ人材活用事業費 １９,０００

企業の技術力高度化に向けた企業ＯＢの活用による企業訪問や生産工程改善指導の強化

（新規）・高度電子機械産業集積促進費 ２,０００

半導体関連企業とのマッチング商談会を開催し、県内企業の新分野進出と取引拡大を支援

（新規）・富県宮城資金円滑化支援費 ２０,０００

自動車・高度電子機械産業に参入する中小企業を対象に、信用保証料を優遇
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（３）人づくり支援

・みやぎ自動車関連産業人材育成事業費 ４５,０００

高等技術専門校に訓練用機材を整備し、自動車関連産業が求める即戦力の人材を育成

（新規）・ものづくり人材育成確保対策費 ６,０００

キャリアカウンセラーの高校への派遣や大学等を対象とした製造業ＰＲセミナー等の開催

（新規）・高等学校ものづくり実践力向上対策費 ２８,０００

県立の工業系高校での熟練技能者による技術指導と精度の高い工作機械の導入

（新規）・産業人材養成教員派遣研修事業費 ２,０００

県立高校の教員が企業等で最新技術を直接習得し、専門科目の指導力を強化

（４）地域産業振興促進

（新規）・富県創出県民総力事業費 １６,０００

異業種団体が連携したモデル事業の実施と富県宮城実現に向けた市町村事業への支援等

（新規）・サービス産業創出等促進費 ３,０００

意欲的な事業者による新たなサービス等の開発促進を目指す研究会の設置等

（新規）・商店街にぎわいづくり戦略事業費 ９,５００

商工団体が市町村と連携して行う中心市街地商店街活性化計画の策定等への支援

・みやぎ観光戦略受入基盤整備費 ７９,６００

国際化やバリアフリー化などに対応した観光施設の整備や案内板の設置等

・みやぎｅ－ブランド確立支援費 ２４,５００

デジタルコンテンツ等の新成長分野を対象とした企業の商品開発等への助成

・みやぎＩＴ市場獲得形成事業費 ２,７００

デジタルコンテンツ等の新成長分野を対象とした企業の人材派遣経費への助成

・アグリビジネス新展開支援費 １８,１００

経営者育成講座の開催や経営支援コアチームによる集落営農組織への支援等

（新規）・水産都市活力強化対策費 １３,０００

水産加工研究所に最新の機器を整備し、企業の意欲的な商品開発を支援
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（５）災害に対応する産業活動基盤の強化

・緊急輸送道路橋梁震災対策促進費 ５００,０００

幹線道路と工業団地を結ぶ緊急輸送道路上にある橋梁の耐震補強を促進

（新規）・指定避難所震災対策促進費 ８,０００

震災に備えるため、市町村が指定避難所の耐震診断を行う経費への助成

・県有建築物震災対策促進費 ８７,５００

耐震改修促進計画に基づき、多数の者が利用する県有施設等の耐震化を促進

（６）防災体制の整備

（新規）・防災リーダー養成事業費 ６,５００

地域や企業で防災活動の中心となるリーダーを計画的に養成する講座の開催

（新規）・避難施設等支援機能強化対策費 ５５,０００

県内各ブロックごとに防災資機材を備蓄し、災害発生時の市町村支援機能を強化

２ 富県宮城の実現 ～県内総生産１０兆円への挑戦～

（１）育成・誘致による県内製造業の集積促進

（新規）・ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援センター）推進費 ５,８８０

企業に対するワンストップでの技術相談の実施や学術機関等との実践的な連携活動の促進

・自動車関連産業特別支援費 ２０,０００ （H19：２０,０００）

受発注拡大や産学官広域連携プロジェクト等による自動車関連産業の支援

・企業立地促進奨励費 １,０２３,２２８ （H19：７７６,４０５）

先端技術産業を中心とする製造業の工場等を対象とした企業立地奨励金

・情報通信関連企業立地促進奨励費 ７５,１６８ （H19：８５,０００）

コールセンター等の情報通信関連企業を対象とした企業立地奨励金

・みやぎエコファクトリー立地促進奨励費 ５０,６５０ （H19：５６２,６３２）

リサイクル企業等の環境関連企業を対象とした企業立地奨励金
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（２）観光資源、知的資産を活用した商業・サービス産業の強化

（拡充）・みやぎｅ－ブランド確立支援費 ２６,７００ （H19：２６,３００）

県内ＩＴ企業の商品開発等への助成とマッチング支援、全国グランプリの開催

（拡充）・みやぎＩＴ市場獲得形成事業費 ６,１１２ （H19：８,８６２）

地元企業の人材派遣経費への助成や新分野進出の推進組織に対する支援等

（拡充）・仙台・宮城デスティネーションキャンペーン推進費 ６９,１００ （H19：２６,５００）

民間企業等と連携し、全国から観光客誘致を図る大型キャンペーン事業の負担金

（３）地域経済を支える農林水産業の競争力強化

（新規）・食材王国みやぎ総合展開事業費 ６,８５１

的確な販売戦略の構築や食材王国みやぎフェアの開催等で、県産食材の販路開拓を支援

（新規）・みやぎの水産物トップブランド形成事業費 １,８５０

県漁協等が行う「食材王国みやぎ」を代表するブランドの形成に向けた広報費等への助成

（新規）・集落営農ステップアップ推進費 ８,５００

国が示す地域営農システムに基づき、集落営農組織が行う実践的な活動への助成等

・みやぎ食の安全安心対策費 ６,６６２ （H19：８,１１６）

消費者モニター制度や取組宣言の普及・拡大などの県民総参加運動の実施等

（拡充）・食育・地産地消推進費 ６,０９５ （H19：４,７７６）

県産食材の地産地消運動の展開や食育推進ボランティアの育成等

（４）アジアに開かれた広域経済圏の形成

（新規）・県産農林水産物等輸出促進費 １,８５４

県内事業者等による輸出戦略会議の開催や県産品のテスト輸出、商品パッケージの開発等

・東アジアとの経済交流促進費 ８,１３０ （H19：１３,８１７）

中国でのビジネスチャンスの創出を図る上海や大連での商談会の開催等

・香港・台湾との経済交流促進費 ７,５００ （H19：１０,７００）

県内企業の販路開拓を図る香港からの現地バイヤーの招へいや台湾での見本市への出展等
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（５）産業競争力の強化に向けた条件整備

（新規）・森林・林業次世代リーダー育成強化費 ６,１００

伐採・搬出作業や森林育成から販売までをコーディネートする次世代リーダーの育成等

・中小企業経営安定資金貸付金等 ４３,３７３,１３６ [２９７,０００]

（H19：４３,２７２,７７１）

県内中小企業者、農業者等への融資枠を確保し、事業資金調達の円滑化を支援

・大和リサーチパーク工業用地整備費 ［１,８７３,０００］

（H19：［２,９９８,０００］）

県土地開発公社が行う大和リサーチパーク造成工事等の事業資金借入に係る債務保証

（新規）・仙台北部中核都市（奥田地区）工業用地整備費 ［７,５８０,０００］

県土地開発公社が行う仙台北部中核都市造成工事等の事業資金借入に係る債務保証

（拡充）・仙台国際貿易港整備費（特別会計） １,０００,０００ （H19：９５９,０００）

仙台港区におけるスーパーガントリークレーンの設置、高砂コンテナターミナルの拡張

・仙台空港整備推進関連事業費 １,９８２,０５３ （H19：３,０３５,８１７）

名取市下増田地区における土地区画整理事業への助成等

・高規格幹線道路等整備費 ４,６０１,２３３ [８０,０００]

（H19：５,１５３,６６７）

三陸縦貫自動車道、仙台北部道路、県道築館登米線などの高規格道路網の整備等

３ 安心と活力に満ちた地域社会づくり

・教育・福祉複合施設整備費 ２５,０００ （H19：８,０００）

名取市下増田地区に整備する教育・福祉複合施設のＰＦＩ事業アドバイザリー業務委託

（１）子どもを生み育てやすい環境づくり

・乳幼児医療助成費 ９３９,２２７ （H19：９６０,０００）

乳幼児の適正な医療機会の確保と健全育成のための医療費助成

（新規）・宮城っこ子育て応援パスポート事業費 ４,４００

子育て家庭等を対象とした、小売店で割引購入等ができるパスポートカードの発行

・保育対策等促進費 ４５７,７２５ （H19：４３３,５２６）

預かり保育等を実施する私立幼稚園や育児支援を行う地域子育て支援センターへの助成等
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（拡充）・小児救急医療対策費 ２０,０００ （H19：８,７５０）

小児患者を持つ保護者の不安軽減を図る３６５日対応の夜間電話相談等の実施

（新規）・周産期医療対策費 ９,５１０

産科医不足に対処する助産師の臨床実務研修の実施や地域連携システムの構築等

（２）将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり

（拡充）・学力向上推進費 １３,３１２ （H19：４１,７５７）

小中学校への指導主事等の直接訪問や地域学習支援センターの開設等による学力向上対策

・進学指導地域拠点形成事業費 ７,７００ （H19：８,０００）

県立高校１１校の地域拠点校で学習合宿や研修会等を実施し、進学指導体制を充実強化

・総合教育相談事業費 ２４０,６２４ （H19：２５３,４１９）

公立中学校、県立高校へのスクールカウンセラーの全校配置等による相談体制の確保

（新規）・教育振興基本計画策定費 １,８００

教育基本法の改正に伴い、県の実情に応じた教育の振興に関する基本計画を策定

（新規）・県立高校将来構想策定費 ３,０００

現在の将来構想を継承し、平成２３年度以降の県立高校の在り方を示す新しい構想の策定

（新規）・全県一学区導入円滑化事業費 ４,９００

県立高校での全県一学区制度の導入に備えた高校ガイドブックの作成や相談会の開催等

・学級編制弾力化推進費 １,４１８,０６２ （H19：１,２０２,０３４）

小学校１・２年生、中学校１年生で３５人学級編成を実施し、きめ細かな教育を推進

・県立学校施設整備費 ５,９５３,６００ ［６,２６１,０００］

（H19：７,６１６,９３３）

校舎建設（改築：仙台三、（仮称）仙台二華、（仮称）白石、増築：名取養護 他）等

（拡充）・私立学校助成費 １１,５９９,４６０ （H19：１１,５９７,８８３）

私立学校に対する運営費助成や、保護者の負担軽減を図る授業料軽減補助等の実施

（３）生涯現役で安心して暮らせる社会の構築

（拡充）・自治体病院等医師確保対策費 １１１,３５０ （H19：１４０,５００）

自治体病院の医師不足解消を図る施策の推進とともに、女性医師の離職防止対策を実施
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（拡充）・がん対策推進費 ７８,８６４ （H19：６８,５０５）

がん対策推進計画に基づき、がん診療連携拠点病院を中心とした総合的な対策を実施

（新規）・肝炎治療特別促進費 １８３,２００

国の制度創設により、インターフェロン治療を必要とする肝炎患者への医療費の助成

（拡充）・認定看護師養成事業費 １５,５００ （H19：３,９００）

宮城大学で、皮膚・排泄ケア分野での専門性が高い看護師を養成

（新規）・後期高齢者医療給付費負担金 １３,４００,０００

７５歳以上の高齢者等を対象として新しく創設される医療制度への県負担金

（拡充）・感染症対策費 ７５,４７７ （H19：６３,８４２）

医療機関での肝炎ウイルス検査体制の整備や、まん延防止を図る啓発活動の実施等

（新規）・療養病床再編・転換推進費 ２０,０００

療養病床を有する医療機関が介護老人保健施設等に転換を図る施設整備費への助成

（拡充）・障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費 １,２４９,４５５ （H19：１,１１０,４６１）

障害者自立支援法の円滑な運用を図るための事業者等に対する助成

（新規）・障害者工賃向上支援費 ５,５００

工賃引上げ計画を策定した授産施設等にコンサルタントを派遣し、経営改善の取組を支援

・みやぎ県民文化創造の祭典開催事業費 １８,０３６ （H19：１９,３２３）

美術展・演劇等の芸術文化等の鑑賞機会の提供、発表機会を拡充する「芸術銀河」の開催

（新規）・世界遺産登録推進費 ２,５００

「松島」の世界遺産登録に向けた専門家委員会やシンポジウムの開催等による啓発活動

（新規）・瑞巌寺保存修理助成費 ３,９２０

国宝「瑞巌寺」で行われる本堂解体・組立等工事の実施設計経費等への助成

（４）コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実

・中心市街地商業活性化支援費 ４,２５６ （H19：４,０７５）

中心市街地の活性化を図るため、市町村が行う基本計画策定に必要な調査経費への助成等

・地方生活バス路線対策費 １０７,１６６ （H19：９７,８８２）

生活交通バスを運行する市町村や事業者に助成を行い、地域のバス路線を維持
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・鉄道駅舎等エレベーター整備助成費 ３０,０００ （H19：１０,０００）

駅舎等への車いす対応エレベーターの設置に対して市町村が補助する経費への助成

（５）だれもが安全に、尊重し合いながら暮らせる環境づくり

（拡充）・安全安心まちづくり対策費 ３９,９８５ （H19：３５,１１３）

県民運動やスクールサポーターの充実等による安全安心なまちづくりの推進

・（仮称）機動センター整備費 ３０,０００ ［３０,０００］ （H19：７,０００）

老朽化した機動警ら隊、交通機動隊庁舎等の移転改築に向けた基本・実施設計

（新規）・飲酒運転根絶推進費 ４,７５９

飲酒運転根絶活動推進委員の委嘱や啓発用パンフレットの作成、取締用資機材の充実等

４ 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり

（１）経済・社会の持続的発展と環境保全の両立

・農地・水・環境保全営農活動支援費 ６７,９６７ （H19：６９,５００）

地域ぐるみで環境負荷の低減に取り組む営農活動組織への助成等

（拡充）・「ダメだっちゃ温暖化」みやぎ推進費 ３,０００ （H19：２,０００）

業界や消費者団体等による県民会議の設置、二酸化炭素排出抑制に向けた取組への支援等

（拡充）・産業廃棄物税基金事業費 ４６９,２９０ （H19：３０８,３７０）

産業廃棄物の発生抑制やリサイクルの取組に対する支援、不適正処理対策の強化

・産業廃棄物処理施設対策費 ５０８,１６５ （H19：１４１,１９７）

村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場に係る支障除去対策工事の実施等

（新規）・食品リサイクル施設整備助成費 ７０４,１００

食品廃棄物等を活用したメタンガス発酵による発電・堆肥化施設等への整備費助成

（２）豊かな自然環境，生活環境の保全

・自然再生推進費 ７４,２３９ （H19：４５,１００）

自然再生推進法に基づく蒲生干潟、伊豆沼・内沼の自然環境の再生事業

・野生鳥獣保護管理事業費 ２５,７８３ （H19：１７,７０９）

安定的な保護と農林業被害の防止を図るニホンジカ・イノシシの保護管理計画の策定
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（３）住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成

・農地・水・農村環境保全向上活動支援費 ３２１,５９７ （H19：３５２,８２０）

農村の地域資源の保全等に取り組む活動組織を支援する地域協議会への助成等

・みやぎの景観形成事業費 ５,８５３ （H19：３,９０６）

市町村が良好な景観の保全・創造等に向けた計画を策定する経費への助成等

（４）宮城県沖地震など大規模災害による被害を最小限にする県土づくり

・道路橋梁震災対策費 ８００,０００ （H19：９９１,０００）

耐震補強工事等の実施（田川橋、新北上大橋、大童橋、今道橋 他）等

・水管橋震災対策費（企業会計） ４０７,８８８ （H19：４２４,０５５）

耐震補強工事の実施（松川、高田、松森、広瀬川、古内 他）等

・木造住宅等震災対策費 ７４,３００ （H19：７４,８５８）

宮城県沖地震に備えた木造住宅耐震診断の実施、改修工事への助成等

・防潮水門等機能強化対策費 ２６８,０００ （H19：２３０,０００）

遠隔操作化工事の実施（只越川水門、面瀬川水門、外尾川水門 他）等

・消防学校移転整備費 ［３,７６４,０００］ （H19：２５,０００）

ＰＦＩ方式で実施する施設整備や維持管理等の全体事業費に係る債務負担行為

５ ビジョンの実現を支える連携・協働体制の構築と効率的な県政運営の確保

・みやぎ新しいまち・未来づくり推進費 １４２,３６９ （H19：３０８,２９４）

市町村合併交付金による財政支援と合併に関する情報提供、シンポジウムの開催等

・市町村振興総合支援費 ６９２,１００ （H19：６９２,１００）

選択裁量型の市町村振興総合補助金による個性的で独自性のあるまちづくり支援

・ＮＰＯ活動促進費 ５６,９６３ （H19：５６,７９４）

民間非営利団体を対象とした意向調査の実施、活動資金の助成・融資、人材育成の推進等
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Ⅲ 平成２０年度当初予算案の規模

一般会計の規模は ７,８４１億円、対前年度比１.８％の減

総会計では １兆 ８１３億円、対前年度比０.３％の増

・ 一般会計の歳出規模が減少したのは、社会保障関係経費等の増加が見込まれる一方で、施策

の重点化に努めながら、新・財政再建推進プログラムに基づく取組に加え、更なる歳出抑制対

策等に努めた結果

・ 公営企業会計の歳出規模の増加は、水道用水供給事業会計での公的資金の補償金免除繰上償

還の実施に伴い、企業債償還金を増額計上したもの

（単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減率

一般会計 ７９８,４８２ ７８４,０６０ ▲ １.８

特別会計 １９７,５９４ １９７,５５５ ▲ ０.０

準公営企業会計 ２４,５５９ ２３,８７３ ▲ ２.８

公営企業会計 ５７,８１０ ７５,８０４ ３１.１

計 １,０７８,４４５ １,０８１,２９２ ０.３

Ⅳ 歳入の状況（一般会計）

１ 県税

県税収入は ２,８４０億円、対前年度比５.２％の減

・ 法人事業税、法人県民税の法人二税は、１９年度に引き続き企業業績の伸びが期待できない

ことから、地方財政計画を参考に計上した１９年度当初予算額を大幅に下回り、対前年度比

５.７％の減

・ このうち、みやぎ発展税（法人事業税の超過課税）の額は、４３億円

・ 個人県民税は、給与所得からの源泉徴収額の減少等により、対前年度比４.１％の減

・ 地方消費税は、個人消費が弱含みで推移していること等から、対前年度比１４.３％の減

（単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減額 増減率 増減理由

法人二税 98,258 92,693 ▲ 5,565 ▲ 5.7 企業業績の伸び悩み

個人県民税 74,985 71,902 ▲ 3,083 ▲ 4.1 源泉徴収額の減少傾向等

地方消費税 36,406 31,184 ▲ 5,222 ▲ 14.3 個人消費の弱含み等

自動車税 34,678 34,387 ▲ 291 ▲ 0.8 課税台数の減

軽油引取税 27,425 25,535 ▲ 1,890 ▲ 6.9 ディーゼル車登録台数の減等

県税収入計 299,500 284,000 ▲ 15,500 ▲ 5.2
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２ 地方交付税

地方交付税は １,７４０億円、対前年度比０.５％の増

・ 地方再生対策費の創設や社会保障関係経費等の増額要素に、臨時財政対策債への振替等の減

額要素を加味し、全体では対前年度比０.５％の増

・ 地方交付税の振り替わりである臨時財政対策債は、地方再生対策費分が皆増し、対前年度比

２１.８％の増

・ 地方交付税と臨時財政対策債を合算した実質的な地方交付税の額は、対前年度比５８億円、

３.０％の増

（単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減額 増減率

地方交付税 173,200 174,000 800 0.5

臨時財政対策債 23,024 28,039 5,015 21.8

計 196,224 202,039 5,815 3.0

３ 県債

県債は、総額で８４６億円、対前年度比９.１％の増

・ 投資的経費に充当する建設地方債は前年度並みだが、臨時財政対策債、退職手当債の増加に

より、対前年度比７１億円、９.１％の増

・ 退職手当債は、退職者の増加や発行可能額の算定方法の変更により、対前年度比２２億円の

増

・ 建設地方債のうち、通常債は対前年度比１１.３％の減だが、通常の充当率を上回る部分等

に充当する行政改革等推進債等は、対前年度比４５億円の増

（単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減額 増減率

臨時財政対策債 23,024 28,039 5,015 21.8

退職手当債 4,700 6,900 2,200 46.8

建設地方債 49,812 49,660 ▲ 152 ▲ 0.3

通常債 40,863 36,237 ▲ 4,626 ▲ 11.3

行政改革等推進債 等 8,949 13,423 4,474 50.0

計 77,536 84,599 7,063 9.1

※ 四捨五入のため、増減率の計数が表示額による計算と異なる箇所がある
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４ 繰入金等（財源対策分）

基金、他会計からの繰入金等は １１５億円、対前年度比３５.７％の大幅減

・ 新・財政再建推進プログラムに基づく取組に加え、更なる歳出抑制対策等に努めたものの、

地方一般財源の減少や社会保障関係経費の増加等により、なお解消できない財源不足は基金か

らの繰入等に依存

・ 財源調整機能を果たす基金からの繰入額は、基金残高が減少しているため、対前年度比８０

億円減の３５億円

・ 土地基金で取得した用地を買い戻す際の財源対策として、当該基金から１１億円を繰入

・ 特別会計、企業会計資金についても繰入金８億円を計上したほか、工業用地等造成事業の廃

止に伴い、清算金３９億円を諸収入で計上

（単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減額 増減率 備 考

基金繰入金 16,600 6,800 ▲ 9,800 ▲ 59.0

財政調整基金 4,500 900 ▲ 3,600 ▲ 80.0

県債管理基金 7,000 2,600 ▲ 4,400 ▲ 62.9

土地基金 3,600 1,100 ▲ 2,500 ▲ 69.4

特定目的基金 1,500 2,200 700 46.7

他会計繰入金 1,300 800 ▲ 500 ▲ 38.5

特別会計 － 300 300 皆増

企業会計 1,300 500 ▲ 800 ▲ 61.5 借入金

計 17,900 7,600 ▲ 10,300 ▲ 57.5

諸収入・工業用地等造成事業会計清算金 － 3,917 3,917 皆増

合 計 17,900 11,517 ▲ 6,383 ▲ 35.7
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Ⅴ 歳出の状況（一般会計）

（単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減額 増減率 備 考

義務的経費 406,768 404,240 ▲ 2,528 ▲ 0.6

人件費 281,105 279,225 ▲ 1,880 ▲ 0.7

扶助費 24,069 25,137 1,068 4.4

公債費 101,594 99,877 ▲ 1,717 ▲ 1.7

投資的経費 122,474 114,415 ▲ 8,059 ▲ 6.6

補助事業 54,164 52,975 ▲ 1,189 ▲ 2.2 受託事業を含む

単独事業 45,473 35,109 ▲ 10,364 ▲ 22.8 受託事業を含む

国直轄事業 22,837 26,331 3,494 15.3

一般行政経費 190,295 191,072 777 0.4

県税交付金等 78,944 74,333 ▲ 4,611 ▲ 5.8

計 798,482 784,060 ▲ 14,422 ▲ 1.8

※ 四捨五入のため、積み上げと計の一致しない箇所がある

１ 義務的経費

義務的経費は、対前年度比０.６％減、４,０４２億円

・ 歳出全体に占める構成比は５１.６％

・ 人件費は、退職手当の増加が見込まれるものの、定員管理計画に基づく職員数削減や給与構

造改革の実施、職員手当の見直し等により、対前年度比０.７％の減

・ 扶助費は、障害者自立支援給付費や生活保護費などの社会保障関係経費の増加により、対前

年度比４.４％の増

・ 公債費は、臨時財政対策債の償還が増加するものの、新・財政再建推進プログラムに基づく

発行抑制や平準化、公的資金の補償金免除繰上償還の効果等により、対前年度比１.７％の減

２ 投資的経費

投資的経費は、公共事業のキャップ制継続等により、対前年度比６.６％の減、

総額 １,１４４億円

・ 補助事業は、対前年度比２.２％減となるが、道路や河川、土地改良事業を中心に事業を重

点化

・ 単独事業は、対前年度比２２.８％の減となるが、地方道路整備事業等の所要額を確保

・ 国直轄事業については、国営土地改良事業の完了に伴う市町村受益負担金等の一括繰上償還

額３２億円を除くと対前年度比１.４％の増
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【国直轄事業の内訳】 （単位：百万円，％）

１９年度 ２０年度 増減額 増減率

国土交通省所管分 17,039 17,493 455 2.7

農林水産省所管分 5,799 8,837 3,038 52.4

計 22,837 26,331 3,494 15.3

※ 四捨五入のため、積み上げと計の一致しない箇所がある

３ 一般行政経費

一般行政経費は、対前年度比０.４％増、１,９１１億円

・ 一般行政経費は、徹底した歳出削減に取り組んだものの、みやぎ発展税収入額の基金への積

立や、後期高齢者医療制度などの社会保障関係経費の増加等により、ほぼ前年度並み

・ 富県宮城の実現に向け、みやぎ発展税を活用した基金事業や、宮城の将来ビジョンに位置づ

けられた事業については、積極的に推進

Ⅵ 財源確保対策

１ 財源確保額

・ 新・財政再建推進プログラム等に基づく歳入確保、歳出抑制対策を徹底して行い、６２２億

円の多額の財源不足額に対処

（単位：億円）

平成２０年度

財源確保額

歳入確保対策 ３５１

県債の活用 ２０３

各種基金の活用 ６８

県有資産の有効活用 ２２

他会計資金の活用 ５２

その他 ６

歳出抑制対策 ２７１

行政のスリム化 ４５

事務事業の見直し ９５

公債費負担の平準化 １１４

将来的な財政負担の縮減 １７

合 計 ６２２
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２ 財源確保対策の内容

（１）主な歳入確保対策

① 県債の活用

・行政改革等推進債の発行 ８０億円

・退職手当債の発行 ６９億円

・地方道路整備臨時貸付金債の発行 １０億円

② 各種基金の活用

・財政調整基金の取崩し ９億円

・県債管理基金の取崩し ２６億円

・特定目的基金等の取崩し ３３億円

③ 県有資産の有効活用

・保有株式の売却 ２０億円

④ 他会計資金の活用

・工業用地等造成事業会計清算金 ３９億円

・地域整備事業会計繰入金 ５億円

・小規模企業者等設備導入資金特別会計繰入金 ３億円

⑤ その他

・県税収入の確保、受益者負担等の見直し ６億円

（２）主な歳出抑制対策

① 行政のスリム化

・人件費総額の抑制 ４５億円

② 事務事業の見直し

・事務事業の見直し ３８億円

・港湾整備事業特別会計繰出金の見直し ３２億円

・流域下水道事業特別会計繰出金の見直し １４億円

③ 公債費負担の平準化

・金利負担の軽減 ２１億円

・借換債の活用と償還方式の見直し ８４億円

・公的資金補償金免除繰上償還の活用 ９億円

④ 将来的な財政負担の縮減

・公共事業のキャップ制の継続 １７億円
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平成２０年度当初予算（案）の主要項目

１　富県宮城推進基金事業

新規 拡充

重点
事業

主要
事業
概要

備　　　　　　　考事業等の名称
発展税

担当部局 H20予算(千円)

（単位：千円）

予　算　額 うち基金繰入額 備　　考

(A)   4,344,000 

　富県宮城推進基金事業 2,416,850 (B)   1,116,784 

〔産業振興〕 1,759,850 909,784 

 1 企業集積促進 1,283,450 486,050 

 2 中小企業技術高度化支援 229,000 229,000 

 3 人づくり支援 81,000 59,334 

 4 地域産業振興促進 166,400 135,400 

〔震災対策〕 657,000 207,000 

 1 災害に対応する産業活動基盤の強化 595,500 145,500 

 2 防災体制の整備 61,500 61,500 

6,760,850 基金残高(A)-(B) 3,227,216 

区　　　　　分

　富県宮城推進基金造成費

合　　　　　　計　　

富県宮城推進基金造成費 ○ 経済商工観光部 4,344,000 「みやぎ発展税」収入額の基金積立金 ○

富県宮城推進基金事業

〔産業振興〕

（１）企業集積促進

情報通信関連企業立地促進奨励費 ○ 企画部 63,450 県内地方都市への立地等に対する奨励金 ○ ○

企業立地促進法関連産業集積促進費 ○ 経済商工観光部 150,000 市町村が実施する工場用地造成事業費貸付 ○ ○

（仮称）大衡インターチェンジ等整備費 ○ 土木部 1,050,000 仙台北部中核工業団地のアクセス向上対策 ○ ○

交通安全施設整備費 ○ 警察本部 20,000 交通信号機新設等 ○ ○

（２）中小企業技術高度化支援

富県宮城技術支援拠点整備費 ○ 経済商工観光部 180,000 技術高度化を支援する研究機器整備等 ○ ○

地域企業競争力強化支援費 ○ 経済商工観光部 8,000 高付加価値製品の開発や実用化支援等 ○ ○

自動車関連産業OB人材活用事業費 ○ 経済商工観光部 19,000 アドバイザー設置等 ○ ○

高度電子機械産業集積促進費 ○ 経済商工観光部 2,000 半導体関連産業の集積支援等 ○ ○

富県宮城資金円滑化支援費 ○ 経済商工観光部 20,000 信用保証料助成 ○ ○

（３）人づくり支援

みやぎ自動車関連産業人材育成事業費 ○ 経済商工観光部 45,000 即戦力人材の育成 ○ ○

ものづくり人材育成確保対策費 ○ 経済商工観光部 6,000 工場見学・セミナー開催等 ○ ○

高等学校ものづくり実践力向上対策費 ○ 教育庁 28,000 技術者による実践指導等 ○ ○

産業人材養成教員派遣研修事業費 ○ 教育庁 2,000 教員の企業派遣研修 ○ ○
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新規 拡充

（４）地域産業振興促進

富県創出県民総力事業費 ○ 経済商工観光部 16,000 富県創出モデル実証事業等 ○ ○

サービス産業創出等促進費 ○ 経済商工観光部 3,000 新サービス開発環境の整備等 ○ ○

商店街にぎわいづくり戦略事業費 ○ 経済商工観光部 9,500 商店街活性化支援 ○ ○

みやぎ観光戦略受入基盤整備費 ○ 経済商工観光部 79,600 国際化等に対応した観光施設整備等 ○ ○

みやぎｅ－ブランド確立支援費 ○ 企画部 24,500 デジタルコンテンツ分野等の商品開発支援 ○ ○

みやぎＩＴ市場獲得形成事業費 ○ 企画部 2,700 デジタルコンテンツ分野等の人材育成支援 ○ ○

アグリビジネス新展開支援費 ○ 農林水産部 18,100 経営者育成講座の開催等 ○ ○

水産都市活力強化対策費 ○ 農林水産部 13,000 水産加工研究所による企業の商品開発等支援 ○ ○

〔震災対策〕

（１）災害に対応する産業活動基盤の強化

緊急輸送道路橋梁震災対策促進費 ○ 土木部 500,000 柴田大橋，鳴瀬橋等 ○ ○

指定避難所震災対策促進費 ○ 土木部 8,000 市町村が実施する耐震診断費用への助成 ○ ○

県有建築物震災対策促進費 ○ 総務部ほか 87,500 耐震改修促進計画に基づく耐震化 ○ ○

（２）防災体制の整備

防災リーダー養成事業費 ○ 総務部 6,500 養成講座の開催 ○ ○

避難施設等支援機能強化対策費 ○ 総務部 55 000 防災資機材の備蓄 ○ ○

重点
事業

主要
事業
概要

事業等の名称
発展税

担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考

避難施設等支援機能強化対策費 ○ 総務部 55,000 防災資機材の備蓄 ○ ○

- 18-



２　富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～

（１）育成・誘致による県内製造業の集積促進

　取組１　地域経済を力強く牽引するものづくり産業（製造業）の振興

富県共創推進費 経済商工観光部 3,002 
富県宮城推進会議開催、宮城マスター検定実施
等

○ ○

デザイン重視型ものづくり支援費 経済商工観光部 1,376 宮城ブランド商品の創出支援等

みやぎいいモノテクノフェア開催費 経済商工観光部 5,100 実行委員会負担金等

みやぎマーケティング・サポート事業費 経済商工観光部 21,264 起業家育成講座、みやぎビジネスマーケット等 ○

ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援センター）推進費 新 経済商工観光部 5,880 技術研究会，技術交流会の開催等 ○ ○

リエゾン活動費 経済商工観光部 17,237 技術協力，技術者養成

工業試験研究費 経済商工観光部 22,032 工業技術の高度化等

創造的付加価値創出型研究開発等推進費 経済商工観光部 7,628 各試験研究機関連携促進等

自動車関連産業特別支援費 経済商工観光部 20,000 自動車産業の取引，受注獲得支援等 ○ ○

機能性食品等開発普及支援費 経済商工観光部 823 嚥下訓練食品普及支援等 ○

起業家等育成支援費 経済商工観光部 9,662 東北大学連携型起業家育成施設入居者支援等 ○

研究開発型企業育成費 経済商工観光部 27,000 研究開発型企業への融資円滑化

生活支援機器産業育成・支援費 経済商工観光部 4,349 福祉機器等の情報収集・開発等 ○

光関連産業育成支援費 経済商工観光部 2,403 県内企業と誘致企業のマッチング等 ○

新 経済商工観光部 3,000 高度技術の支援体制を強化 ○

企業立地説明会開催費 経済商工観光部 2,595 大都市圏を対象とした企業立地セミナーの開催

企業誘致折衝費 経済商工観光部 5 802 投資環境ＰＲ等

備　　　　　　　考
重点
事業担当部局 H20予算(千円)事業等の名称 新規

主要
事業
概要

高度電子機械産業集積促進費（ＭＥＭＳ関連産業
支援）

企業誘致折衝費 経済商工観光部 5,802 投資環境ＰＲ等

県外事務所企業誘致活動費 経済商工観光部 5,890 東京・大阪事務所

工業立地促進資金貸付金 経済商工観光部 1,000,000 融資枠40億円

企業立地促進奨励費 経済商工観光部 1,023,228 立地企業への奨励金 ○ ○

外資系企業誘致促進費 経済商工観光部 4,000 研究開発型企業誘致活動費 ○

企画部 75,168 立地企業への奨励金 ○ ○

環境生活部 50,650 立地企業への奨励金 ○ ○

立地有望業界動向調査費 経済商工観光部 5,040 半導体関連企業誘致活動費 ○

　取組２　産学官の連携による高度技術産業の集積促進

新 経済商工観光部 3,000 高度技術の支援体制を強化 ○

新 経済商工観光部 5,880 技術研究会，技術交流会の開催等 ○

地域イノベーション創出型研究開発支援費 経済商工観光部 12,142 新技術開発産学官ネットワーク形成事業等 ○

知的クラスター創成推進費 新 経済商工観光部 7,000 先進予防型健康社会創成クラスター構想支援 ○

知的財産活用推進費 経済商工観光部 4,992 知的所有権センター運営費等 ○

大学等シーズ実用化促進費 経済商工観光部 25,000 自動車部品の超臨界塗装技術の実用化 ○

起業家等育成支援費（再掲） 経済商工観光部 9,662 東北大学連携型起業家育成施設入居者支援等 ○

担当部局
重点
事業新規 備　　　　　　　考H20予算(千円)

みやぎエコファクトリー立地促進奨励費

主要
事業
概要

情報通信関連企業立地促進奨励費

高度電子機械産業集積促進費（ＭＥＭＳ関連産業
支援）（再掲）

事業等の名称

ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援センター）推進費
（再掲）
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　取組３　豊かな農林水産資源と結びついた食品製造業の振興

農林水産部 154,548 東京アンテナショップの運営 ○

食材王国みやぎ総合展開事業費 新 農林水産部 6,851 食材王国みやぎフェアの開催等 ○

食品製造業振興プロジェクト推進費 20,070 

食料産業クラスター支援費 農林水産部 3,732 マッチング調査の実施等 ○

「食材王国みやぎ逸品商談会」開催事業費 農林水産部 2,700 首都圏等における販路拡大支援 ○

食材王国みやぎ食産業活性化支援費 農林水産部 9,889 逆商談会の開催等 ○

商品マーケティング普及事業費 農林水産部 3,749 売れる商品づくり支援 ○

農林水産部 722 検討委員会開催等

農林水産部 2,942 「みやぎの食ブランド化戦略」の推進 ○

農林水産部 812 アグリビジネス起業者への支援 ○

農林水産部 1,095 市場等の衛生管理体制整備助成 ○

農林水産部 1,078 水産加工品品評会開催，受賞品のＰＲ支援等

地域産業振興事業費 経済商工観光部 24,800 地域ブランド化，県際交流の推進等 ○

（２）観光資源，知的資産を活用した商業・サービス産業の強化

　取組４　高付加価値型サービス産業・情報産業及び地域商業の振興             

中心市街地商業活性化支援費 経済商工観光部 4,256 基本計画策定助成等 ○

企画部 75 168 立地企業への奨励金 ○

重点
事業

担当部局

担当部局

H20予算(千円)

新規 H20予算(千円)

新規
主要
事業
概要

備　　　　　　　考

備　　　　　　　考

みやぎの誇れる水産加工品ＰＲ事業費

地域特産品認証事業費

首都圏県産品販売等拠点運営費

ふるさと食品活性化ネットワーク支援費

水産物の安全安心普及費

事業等の名称
重点
事業

主要
事業
概要

情報通信関連企業立地促進奨励費（再掲）

みやぎのおいしい「食」ブランド化戦略推進費

事業等の名称

企画部 75,168 立地企業への奨励金 ○

企画部 6,150 高度ＩＴ技術研修，オペレーター養成セミナー等 ○

企画部 26,700 県内ＩＴ企業への商品開発，販路拡大支援 ○ ○

企画部 6,112 地元企業のビジネスチャンス獲得支援 ○ ○

　取組５　地域が潤う，訪れてよしの観光王国みやぎの実現

仙台・宮城デスティネーションキャンペーン推進費 経済商工観光部 69,100 推進協議会負担金 ○ ○

首都圏ラジオ広報事業費 総務部 25,156 ラジオ広報番組の制作・放送 ○

外国人観光客誘致促進費 経済商工観光部 4,959 東アジアからの誘客促進 ○

みやぎの観光イメージアップ事業費 経済商工観光部 1,133 国内観光客の誘客促進 ○

民間主導型国内観光客誘致対策連携事業費 経済商工観光部 1,928 民間観光客誘致団体とのタイアップ

観光客誘致ステップアップ事業費 経済商工観光部 2,232 新規旅行市場の開拓，強化 ○

広域観光開発促進費 経済商工観光部 18,542 各種協議会負担金

みやぎ観光ホスピタリティ向上推進費 経済商工観光部 1,551 「みやぎ観光コンシェルジュ」の設置等 ○

みやぎ地域づくり観光戦略事業費 経済商工観光部 500 みやぎ地域づくり観光応援団の設置

みやぎ「観光ノススメ」推進費 経済商工観光部 1,446 観光教育副読本の作成等 ○

広域観光ルート（観光レシピ）活用事業費 経済商工観光部 555 広域・滞在観光ルートの形成 ○

農林水産部 6,650 都市と農山漁村の交流促進 ○

地域産業振興事業費（再掲） 経済商工観光部 24,800 地域ブランド化，県際交流の推進等 ○

H20予算(千円)担当部局
重点
事業

主要
事業
概要

備　　　　　　　考新規

みやぎＩＴ市場獲得形成事業費

情報通信関連企業立地促進奨励費（再掲）

グリーン・ツーリズム促進費

みやぎＩＴ技術者等確保・育成支援費

みやぎｅ－ブランド確立支援費

事業等の名称
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（３）地域経済を支える農林水産業の競争力強化

　取組６　競争力ある農林水産業への転換

食材王国みやぎ総合展開事業費（再掲） 新 農林水産部 6,851 食材王国みやぎフェアの開催等 ○ ○

食品製造業振興プロジェクト推進費（再掲） 20,070 

食料産業クラスター支援費 農林水産部 3,732 マッチング調査の実施等 ○

「食材王国みやぎ逸品商談会」開催事業費 農林水産部 2,700 首都圏等における販路拡大支援 ○

食材王国みやぎ食産業活性化支援費 農林水産部 9,889 逆商談会の開催等 ○

商品マーケティング普及事業費 農林水産部 3,749 売れる商品づくり支援 ○

農林水産部 2,928 売れる麦・大豆づくりの生産振興 ○

新 農林水産部 1,850 水産物の戦略的マーケティング活動支援 ○ ○

環境保全型農業推進費 12,248 

エコファーマー支援普及事業費 農林水産部 1,198 セミナー開催等 ○

環境にやさしい農業定着促進費 農林水産部 11,050 農産物認証表示制度検討等 ○

農林水産部 2,942 「みやぎの食ブランド化戦略」の推進 ○

農林水産部 8,697 みやぎ米ブランドの確立 ○

新 農林水産部 833 コミュニティビジネスの普及支援

農林水産部 2,485 園芸特産農産物のブランド品目開発 ○

農林水産部 4,301 ハタケシメジ・ムラサキシメジの生産振興等 ○

農林水産部 18,276 新たなランドレース種の系統造成

飼料価格高騰対策費 新 農林水産部 5 410 自給飼料確保 生産性向上対策等 ○

担当部局事業等の名称

麦・大豆ビジネス推進費

みやぎのおいしい「食」ブランド化戦略推進費（再
掲）

新系統豚造成事業費

主要
事業
概要

新規 H20予算(千円)
重点
事業備　　　　　　　考

米ビジネス推進費

地域資源活用創出支援費

みやぎの水産物トップブランド形成事業費

みやぎの野菜ブランド化推進費

新・山の幸振興総合対策費

飼料価格高騰対策費 新 農林水産部 5,410 自給飼料確保・生産性向上対策等 ○

農林水産部 39,817 基幹種雄牛選抜事業

農林水産部 8,613 重点取組産地の計画策定、支援等 ○

農林水産部 4,487 冷却滅菌海水製造機器整備等

農林水産部 1,078 水産加工品品評会開催，受賞品のＰＲ支援

ＧＡＰ手法導入推進費 新 農林水産部 707 生産工程管理手法の導入促進

新世代アグリビジネス総合推進費 農林水産部 12,857 アグリビジネス推進体制整備等 ○

集落営農ステップアップ推進費 新 農林水産部 8,500 集落営農実践プラン策定支援等 ○ ○

農林水産部 812 アグリビジネス起業者への支援 ○

農林水産部 3,755 環境指標生物分布状況調査等 ○

農林水産部 3,150 園芸作物，畜産物の銘柄確立

農林水産部 91,731 森林管理活動支援

農林水産部 7,100 高品質県産材の流通拡大 ○

農林水産部 2,394 流域林業活性化センターの活動支援

農林水産部 679,608 造林事業等 ○ ○

農林水産部 386,012 県有林の経営 ○

新 農林水産部 1,854 戦略会議の開催等 ○

農林水産部 90,818 ○

農業近代化資金 農林水産部 37,338 融資枠10億円 ○

［債務負担行為］ 農林水産部 [58,296]

漁業近代化資金 農林水産部 53,480 融資枠20億円 ○

［債務負担行為］ 農林水産部 [212,540]

県産農林水産物等輸出促進費

利子補給

森林育成事業費（公共事業等）

21世紀みやぎの牛づくり活性化事業費

みやぎの園芸・畜産物消費拡大事業費

養殖水産物ブランド化推進費

森林整備地域活動支援交付金

「優良みやぎ材」流通強化対策費

仙台湾の水循環健康診断事業費

県有林経営事業費（特別会計）

ふるさと食品活性化ネットワーク支援費（再掲）

園芸特産戦略産地育成事業費

流域林業活性化推進費

みやぎの誇れる水産加工品ＰＲ事業費（再掲）
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農林水産部 1,738 直売所等の育成支援等

漁業経営改善支援費 新 農林水産部 4,031 漁業経営体の育成支援等

農林水産部 347,674 仙南西部地区、とめ地区、仙南南部地区等

農林水産部 30,652,871 土地改良事業等 ○ ○

農林水産部 [2,023,000]

段階的基盤整備等実証調査事業費 新 農林水産部 10,000 地域の実情に応じた基盤整備計画策定

244,075 

「もっともっと・みやぎの間伐材」流通拡大対策費 農林水産部 13,110 低コスト間伐材生産流通支援 ○

木材の新しい総合利用システム推進費 農林水産部 2,000 間伐材の供給システム構築

木材の新しい総合利用システムモデル整備費 農林水産部 228,965 県産材を原料とする合板加工施設整備等

農林水産部 110,567 林業の機械化支援による生産体制整備等

農林水産部 272,452 林道・用水施設の環境整備

農林水産部 144,600 女川京ヶ森線等

農林水産部 129,316 消費者ニーズ対応型水産物供給体制整備

農林水産部 4,792 構造改革認定グループ等への実践支援 ○

農林水産部 3,031,156 漁港施設整備等 ○ ○

農業試験研究費 農林水産部 111,415 農業技術の高度化等

林業試験研究費 農林水産部 4,910 林業技術の高度化等

水産試験研究費 農林水産部 32,697 水産業技術の高度化等

草地開発整備費（公共事業等）

農林業経営体指導事業費

未利用森林資源活用推進費

林道整備費（公共事業等）

ふるさと林道緊急整備費

農業農村整備費（公共事業等）

林業構造改善対策費

漁船漁業構造改革促進費

漁港漁場整備費（公共事業等）

水産物供給施設衛生高度化推進費

［債務負担行為］

事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

主要
事業
概要

　取組７　地産地消や食育を通じた需要の創出と食の安全安心の確保

12,248 

エコファーマー支援普及事業費(再掲) 農林水産部 1,198 セミナー開催等 ○

環境にやさしい農業定着促進費(再掲) 農林水産部 11,050 農産物表示認証制度検討等 ○

みやぎ食の安全安心対策費 6,662 ○

みやぎ食の安全安心県民総参加運動事業費 環境生活部 5,300 モニター制度，取組宣言等 ○

みやぎ食の安全安心総合情報提供事業費 環境生活部 477 ホームページによる情報提供

みやぎ食の安全安心相互交流推進費 環境生活部 885 地方懇談会の開催等

牛海綿状脳症対策費 環境生活部 15,062 全頭検査の実施

農林水産部 6,095 地産地消推進懇話会の開催等 ○ ○

土壌有害物質リスク管理推進費 新 農林水産部 20,143 農作物のカドミウム汚染対策 ○

生がきノロウイルス対策技術開発費 新 農林水産部 8,000 ノロウィルス浄化，検査手法開発 ○

農林水産部 6,960 貝毒検査等

農林水産部 1,104 地場野菜等供給システム確立等 ○

農林水産部 800 水産物の地産地消体制整備 ○

木の良さ普及ＰＲ活動支援事業費 農林水産部 1,500 県産材の利用拡大支援

農林水産部 4,000 県産材利用技術の開発 ○

経済商工観光部 24,800 地域ブランド化，県際交流の推進等 ○

新規

有用貝類毒化監視対策費

学校給食地場野菜等利用拡大事業費

みやぎおさかな１２つき提供事業費

みやぎ木づかいモデル創造事業費

H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

主要
事業
概要

担当部局

食育・地産地消推進費

地域産業振興事業費（再掲）

事業等の名称

環境保全型農業推進費（再掲）
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（４）アジアに開かれた広域経済圏の形成

　取組８　県内企業のグローバルビジネスの推進と外資系企業の立地促進

国際戦略プラン推進費 経済商工観光部 503 香港テレビ局の取材受入

日本貿易振興機構（ジェトロ）支援費 経済商工観光部 18,000 仙台貿易情報センター経費負担金等 ○

海外事務所運営費 経済商工観光部 36,906 ソウル事務所，大連事務所の運営 ○

新 農林水産部 1,854 戦略会議の開催等 ○ ○

農林水産部 3,607 中国吉林省との草の根技術協力事業

みやぎグローバルビジネス総合支援費 経済商工観光部 5,900 グローバルビジネスアドバイザー設置等 ○

東アジアとの経済交流促進費 経済商工観光部 8,130 上海，大連商談会開催等 ○ ○

香港・台湾との経済交流促進費 経済商工観光部 7,500 香港での商談会開催等 ○ ○

極東ロシアとの経済交流促進費 経済商工観光部 2,000 ハバロフスクでの商談会開催等 ○

外資系企業誘致促進費（再掲） 経済商工観光部 4,000 研究開発型企業誘致活動費 ○

　取組９　自律的に発展できる経済システム構築に向けた広域経済圏の形成

2,357 

北海道・東北未来戦略推進費 企画部 992 北海道・東北８道県での連携

地域連携推進費 企画部 1,365 山形県等との連携 ○

自動車関連産業特別支援費（再掲） 経済商工観光部 20,000 自動車産業の取引，受注獲得支援等 ○ ○

4,601,233 

事業等の名称

担当部局

担当部局

広域連携推進費

高規格幹線道路等整備費

県産農林水産物等輸出促進費（再掲）

事業等の名称

新規

新規 H20予算(千円)

H20予算(千円)

重点
事業

主要
事業
概要

備　　　　　　　考

備　　　　　　　考

重点
事業

主要
事業
概要

参加型灌漑管理支援事業費

高規格幹線道路整備費 土木部 4,237,833 三陸縦貫自動車道(国直轄事業)等 ○

地域高規格道路整備費 土木部 363,400 県道築館登米線 ○

［債務負担行為］ 土木部 [80,000]

広域観光開発促進費（再掲） 経済商工観光部 18,542 各種協議会負担金

地域産業振興事業費（再掲） 経済商工観光部 24,800 地域ブランド化，県際交流の推進等 ○

海外事務所運営費（再掲） 経済商工観光部 36,906 ソウル事務所，大連事務所の運営 ○

（５）産業競争力の強化に向けた条件整備

　取組10　産業活動の基礎となる人材の育成・確保

富県共創推進費（再掲） 経済商工観光部 3,002 富県宮城推進会議開催、宮城マスター検定実施
等

○

産業人材育成プラットフォーム構築事業費 経済商工観光部 1,600 協議会運営等 ○

日本版デュアルシステム推進費 経済商工観光部 40,016 実務・教育連結型人材育成

若手マネジャー等実践研修事業費 　 経済商工観光部 761 大型量販店等での研修

農林水産部 131,551 青年農業者育成，就農支援資金償還助成等 ○

女性農業者起業活動支援費 新 農林水産部 1,760 キャリアアップ講座開催等

農林水産部 840 相談窓口設置等

農林水産部 20,000 林業退職金共済掛金助成等 ○

森林・林業次世代リーダー育成強化事業費 新 農林水産部 6,100 トータルコーディネーター，林業技能者の育成 ○ ○

新林業機械作業システム技術者育成事業費 農林水産部 1,690 オペレータ養成研修等

漁船漁業担い手確保育成事業費 新 農林水産部 680 就業促進フェアの開催等

沿岸漁業担い手活動支援費 農林水産部 2,654 青年漁業者の育成支援等 ○

森林整備担い手対策基金事業費

新規就農者確保育成総合支援費

林業担い手育成確保対策費

担当部局新規
重点
事業備　　　　　　　考

主要
事業
概要

H20予算(千円)事業等の名称
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　取組11　経営力の向上と経営基盤の強化

中小企業支援センター事業費 経済商工観光部 183,035 中小企業等の創業・経営革新，取引支援等 ○

みやぎマーケティング・サポート事業費（再掲） 経済商工観光部 21,264 起業家育成講座の開催等 ○

中小企業経営革新事業費 経済商工観光部 20,508 中小企業等の経営革新の促進 ○

農業経営高度化支援費 農林水産部 120,978 認定農業者等への農用地集積促進 ○

新 土木部 5,500 支援講座の開催等 ○

集落営農ステップアップ推進支援費(再掲) 新 農林水産部 8,500 集落営農実践プラン策定支援等 ○

企業的農業経営体育成費 農林水産部 11,879 地域農業担い手経営体の育成支援等

中小企業診断支援費 2,951 

中小企業経営支援事業費 経済商工観光部 727 経営診断・助言

支援担当者能力開発事業費 経済商工観光部 2,224 中小企業診断士の養成

中小企業再生支援費 経済商工観光部 2,469 中小企業再生支援協議会運営費助成等 ○

中小企業再生特別保証事業費［債務負担行為］ 経済商工観光部 [96,000] 支援企業の債務保証に対する損失補償

漁業経営改善支援強化費（再掲） 新 農林水産部 4,031 漁業経営体の育成支援等

貸付金 経済商工観光部 43,373,136 ○

中小企業経営安定資金貸付金 経済商工観光部 40,664,000 融資枠1,325億8,600万円 ○

［債務負担行為］ 経済商工観光部 [262,000]

中小企業産業振興資金貸付金 経済商工観光部 1,254,000 融資枠36億4,600万円 ○

［債務負担行為］ 経済商工観光部 [24,000]

小規模企業者等設備導入資金貸付金（特別会
計）

経済商工観光部 210,000 融資枠2億1,000万円

新規

建設産業振興支援費

担当部局事業等の名称 備　　　　　　　考
重点
事業H20予算(千円)

主要
事業
概要

計）
経済商 観光部 210,000 融資枠2億1,000万円

［債務負担行為］ 経済商工観光部 [11,000]

中小企業高度化資金貸付金（特別会計） 経済商工観光部 4,136 組合，組合員向け貸付

農業改良資金貸付金（特別会計） 農林水産部 361,000 融資枠3億6,100万円

林業・木材産業改善資金貸付金（特別会計） 農林水産部 350,000 融資枠3億5,000万円

沿岸漁業改善資金貸付金（特別会計） 農林水産部 530,000 融資枠5億3,000万円

信用保証協会経営基盤強化対策費(通常資金分) 経済商工観光部 91,541 保証料助成

利子補給（再掲） 農林水産部 90,818 

農業近代化資金 農林水産部 37,338 融資枠10億円 ○

［債務負担行為］ 農林水産部 [58,296]

漁業近代化資金 農林水産部 53,480 融資枠20億円 ○

［債務負担行為］ 農林水産部 [212,540]

　取組12　宮城の飛躍を支える産業基盤の整備

土木部 2,987,913 特定重要港湾改修等 ○ ○

1,765,464 

仙台国際貿易港整備費（特別会計） 土木部 1,000,000 スーパーガントリークレーン設置等 ○ ○

仙台国際貿易港振興対策費 土木部 4,476 コンテナ定期航路誘致促進事業等 ○

仙台港整備費（公共事業等） 土木部 760,988 仙台港（国直轄事業負担金）等 ○

土木部 1,992,750 区画整理事業等 ○ ○

土木部 298,300 仙台港背後地

土木部 2,835,000 仙石線多賀城地区連続立体交差事業等 ○

土地区画整理事業費（公共事業費）

仙台塩釜港仙台港区整備費（公共事業等）

仙台港背後地土地区画整理事業費

港湾事業費（公共事業等）

事業等の名称 新規 H20予算(千円) 備　　　　　　　考
主要
事業
概要

街路事業費（公共事業等）

重点
事業担当部局

- 24-



1,982,053 ○

仙台空港国際空港化推進費 土木部 10,723 エアポートセールス等 ○

仙台空港整備費 土木部 233,734 国直轄事業負担金等 ○

仙台空港臨空都市整備推進費 土木部 1,689,006 区画整理組合助成等 ○

仙台空港臨空都市整備事業費
（交通安全施設整備）

警察本部 48,590 交通信号機新設等

土木部 29,282,399 国道１０８号等 ○

土木部 [1,635,000]

4,601,233 ○

高規格幹線道路整備費 土木部 4,237,833 三陸縦貫自動車道(国直轄事業)等 ○

地域高規格道路整備費 土木部 363,400 県道築館登米線 ○

［債務負担行為］ 土木部 [80,000]

広域道路ネットワーク整備費 土木部 4,023,000 県道半田山下線等 ○

企画部 [1,873,000] 県土地開発公社事業資金等借入の債務保証 ○

新 企画部 [7,580,000] 県土地開発公社事業資金等借入の債務保証 ○

企業立地関連総合基盤整備費 土木部 435,000 明通川防災調節池等 ○

（仮称）仙台港インターチェンジ整備費 土木部 1,086,132 インターチェンジ用地取得 ○

高規格幹線道路等整備費（再掲）

大和リサーチパーク工業用地整備費
［債務負担行為］
仙台北部中核都市（奥田地区）工業用地整備費
［債務負担行為］

道路橋りょう事業費（公共事業等）

仙台空港整備推進関連事業費

［債務負担行為］

事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

主要
事業
概要
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３　安心と活力に満ちた地域社会づくり

（１）子どもを生み育てやすい環境づくり

　取組13  次代を担う子どもを安心して生み育てることができる環境づくり      

保健福祉部 3,560 地域の人材等を活用した子育て支援 ○

乳幼児医療助成費 保健福祉部 939,227 就学前児童を対象にした医療費の助成 ○

児童手当給付費 保健福祉部 4,624,074 小学校修了前児童を対象にした手当の支給

児童扶養手当給付費 保健福祉部 1,439,025 母子家庭を対象にした手当の支給

母子父子家庭医療助成費 保健福祉部 232,940 母子父子家庭を対象にした医療費の助成

宮城っこ子育て応援パスポート事業費 新 保健福祉部 4,400 割引購入等のパスポートカード発行 ○ ○

県民開放型庁内保育所運営費 総務部 4,879 定員30名

環境生活部 5,331 みやぎ男女共同参画相談室の運営

環境生活部 1,674 記念イベントの開催等

環境生活部 529 女性の人材発掘・養成

子育て支援優良中小企業支援費 保健福祉部 1,670 優良企業表彰，奨励金交付 ○

「仕事」と「家庭」両立支援費 経済商工観光部 2,639 ファミリーサポートセンター運営費助成 ○

保育対策等促進費 457,725 ○

私立幼稚園預かり保育支援費 総務部 206,480 延長保育，長期休業日保育

乳児保育促進費 保健福祉部 4,166 病児・病後児保育対応保育所への助成

一時・特定保育費 保健福祉部 44,820 一時保育等対応保育所への助成 ○

休日 夜間保育費 保健福祉部 840 休日対応保育所への助成

新規 担当部局事業等の名称
重点
事業H20予算(千円)

主要
事業
概要

備　　　　　　　考

みやぎ女性人材開発セミナー開催事業費

男女共同参画相談事業費

次世代育成支援対策費

男女共同参画の日普及推進費

休日・夜間保育費 保健福祉部 840 休日対応保育所への助成

地域子育て支援センター事業費 保健福祉部 201,419 ４９か所 ○

167,065 

児童健全育成対策費 保健福祉部 151,888 児童クラブ等活動助成 ○

放課後子ども教室推進費 教育庁 15,177 空き教室等を利用した小学生の放課後対策 ○

地域組織活動育成事業費 保健福祉部 6,234 母親クラブ等活動助成 ○

子どもメンタルサポート推進費 保健福祉部 10,910 子どもの治療や親に対するケア ○

新生児聴覚検査療育体制整備費 保健福祉部 119 療育支援研修会等 ○

不妊治療相談・支援費 保健福祉部 32,268 不妊症専門相談センター運営等 ○

子ども虐待対策費 保健福祉部 17,459 子ども家庭１１０番の実施等 ○

ファミリーグループホーム推進費 保健福祉部 945 登録里親運営グループホーム支援 ○

母子保健児童虐待予防事業費 保健福祉部 1,610 産後うつ病の早期発見・支援による児童虐待予防 ○

小児救急医療対策費 保健福祉部 20,000 夜間の小児救急電話相談等 ○ ○

こども病院運営費負担金 保健福祉部 2,191,747 地方独立行政法人への負担金

周産期医療対策費 9,510 ○

周産期医療地域連携システム構築事業費 新 保健福祉部 4,400 県北地域の周産期医療地域連携システム構築等 ○

助産師確保対策費 新 保健福祉部 5,110 助産師の臨床実務研修等 ○

教育庁 25,000 ＰＦＩ事業アドバイザリー業務委託 ○ ○

　取組14　家庭・地域・学校の協働による子どもの健全な育成    

環境生活部 15,360 学校での動物愛護教育等

家庭教育子育て支援費 教育庁 1,212 子育てサポーター養成等 ○

担当部局新規

教育・福祉複合施設整備費

事業等の名称 H20予算(千円)
主要
事業
概要

備　　　　　　　考
重点
事業

動物愛護管理推進費

放課後児童対策費
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学校支援地域本部事業費 新 教育庁 11,430 コーディネーター養成・配置等 ○

放課後子ども教室推進費（再掲） 教育庁 15,177 空き教室等を利用した小学生の放課後対策 ○

教育庁 3,087 学校と地域社会の連携推進 ○

田んぼの楽校協働推進体制整備費 農林水産部 600 地域，学校教育との協働活動組織の支援 ○

新 教育庁 31,300 社会人講師の活用 ○

教育庁 9,612 外部指導者の活用

（２）将来の宮城を担う子どもの教育環境づくり

　取組15  着実な学力向上と希望する進路の実現                   

13,312 ○

学びのロードマップ作成事業費 教育庁 700 県独自の指導資料作成 ○

小・中学校学力向上推進費 教育庁 5,546 地域学習支援センター設置等 ○

学力向上サポートプログラム事業費 新 教育庁 4,000 小・中学校への指導主事派遣等 ○

高等学校学力向上ステップアップ事業費 教育庁 3,066 研究実践校等での授業改善 ○

教育庁 7,700 進学拠点校での総合的な進路指導 ○ ○

教育庁 4,200 就職ガイダンス，マナー講習等 ○

教育庁 792 外部講師による講演等 ○

みやぎクラフトマン２１事業費 新 教育庁 12,760 工業高校等と産業界の連携による人材育成 ○

産業人材育成プラットフォーム構築事業費（再掲） 経済商工観光部 1,600 みやぎ産業人材育成プラットフォームの運営 ○

教育庁 1 632 教育用ポ タルサイトの充実支援等 ○

キャリア教育総合推進費

新規 担当部局

みやぎＩＣＴ教育推進費

学力向上推進費

重点
事業H20予算(千円) 備　　　　　　　考

主要
事業
概要

職業観育成支援費

小・中学校外部人材活用事業費

みやぎらしい協働教育推進費

運動部活動地域連携促進費

事業等の名称

進学指導地域拠点形成事業費

事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

主要
事業
概要

教育庁 1,632 教育用ポータルサイトの充実支援等 ○

237,854 

小学校英語教育推進費 教育庁 488 モデル地域での実践活動 ○

外国語指導助手配置事業費 教育庁 228,166 ４８名配置

高等学校英語教育推進費 教育庁 9,200 県版英語検定の実施等 ○

教育庁 28,431 小学５・６年生対象

　取組16  豊かな心と健やかな体の育成

教育庁 35,745 体験活動プログラムの実施等 ○

教育庁 5,230 野外活動施設等での生活体験支援

教育庁 5,838 奉仕体験活動の推進 ○

教育庁 4,148 講習会開催等 ○

240,624 ○

子どもの心すこやか育成事業費 教育庁 171,701 中学校スクールカウンセラーの配置等 ○

高等学校スクールカウンセラー活用事業費 教育庁 55,377 県立高校全校への配置 ○

教育相談事業費 教育庁 13,546 不登校相談センター等 ○

教育庁 29,614 問題行動に対する早期対応等の取組支援 ○

教育庁 1,018 連絡協議会開催等 ○

子どもの健康を育む総合食育推進費 新 教育庁 3,000 食育推進モデル校での実践活動等

教育庁 2,662 体力・運動能力実態把握，活用等 ○

13歳の社会へのかけ橋づくり事業費

豊かな体験活動推進費

新規

みやぎアドベンチャープログラム事業費

健康教育推進費

問題を抱える子ども等の自立支援充実事業費

みやぎＩＣＴ教育推進費

総合教育相談事業費

備　　　　　　　考
重点
事業H20予算(千円)担当部局

主要
事業
概要

理科支援員等配置事業費

学校英語教育充実事業費

事業等の名称

子どもの体力・運動能力充実プロジェクト事業費

青少年長期自然体験活動推進費
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　取組17  児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある教育環境づくり 

教育振興基本計画策定費 新 教育庁 1,800 審議会開催，アンケート実施等 ○

教育庁 1,418,062 小学校１・２年生，中学校１年生対象 ○ ○

教育庁 76,584 小学校高学年対象 ○

新 教育庁 31,300 社会人講師の活用 ○ ○

県立高校将来構想策定費 新 教育庁 3,000 審議会開催，アンケート実施等 ○ ○

全県一学区導入円滑化事業費 新 教育庁 4,900 高校ガイドブック作成，相談会開催等 ○ ○

教育庁 1,243 審議会，委員会開催等 ○

教育庁 6,491 特色ある学校づくりの推進 ○

10,568 

評価実践研究事業費　 教育庁 8,066 小・中学校での学校評価研究委託 ○

学校評価事業費 教育庁 2,502 高等学校での学校評議会開催等 ○

時代に即応した学校経営支援費 新 教育庁 1,200 危機管理研修会開催等 ○

111,106 

特別支援教育システム整備費 教育庁 108,431 通常学級障害児在籍モデル事業 ○

特別支援教育広報啓発事業費 教育庁 386 フォーラム開催等 ○

特別支援教育地域支援推進費 教育庁 1,170 養護学校等による小・中学校支援 ○

特別支援教育研修充実事業費 教育庁 1,119 コーディネーター養成研修等 ○

教育庁 93,295 訪問看護師による支援体制整備等 ○

教育庁 7 269 資質能力を備えた教員の確保等 ○

新規

個性かがやく高校づくり推進費

小学校教科担任制モデル事業費（再掲）

学校経営充実支援費

事業等の名称

学級編制弾力化推進費

小・中学校外部人材活用事業費（再掲）

人材確保・教員採用事業費

医療的ケア推進費

主要
事業
概要

重点
事業備　　　　　　　考担当部局

障害児教育推進費

高等学校入学者選抜改善事業費

H20予算(千円)

教育庁 7,269 資質能力を備えた教員の確保等 ○

教育庁 141,538 新任教員の実践的指導力養成等

教育庁 1,664 校長等マネジメント研修，優秀教職員表彰 ○

教育庁 25,000 ＰＦＩ事業アドバイザリー業務委託 ○

教育庁 5,953,600 校舎改築等 ○

［債務負担行為］ 教育庁 [6,261,000]

教育庁 51,900 耐震補強工事等 ○

私立学校助成費 総務部 11,599,460 運営費助成等 ○

（３）生涯現役で安心して暮らせる社会の構築

　取組18　多様な就業機会や就業環境の創出

みやぎ雇用創出対策費 経済商工観光部 2,666 離職者再就職奨励金等

環境生活部 2,505 企業での女性の積極的登用促進 ○

母子自立支援費 保健福祉部 13,067 自立支援教育訓練給付金交付等 ○

高卒就職者支援費 経済商工観光部 213 合同就職面接会開催 ○

新規大卒者等就職支援費 経済商工観光部 2,198 就職ガイダンス開催等 ○

新規高卒未就職者対策費 経済商工観光部 5,745 カウンセリングを通じた就職支援等 ○

若年者就職支援ワンストップセンター事業費 経済商工観光部 50,000 ジョブカフェの運営 ○

みやぎの若者の職業的自立支援費 経済商工観光部 361 地域若者自立支援ネットワーク整備等 ○

みやぎ障害者ＩＴサポート事業費 保健福祉部 20,900 サポートセンター運営委託等 ○

障害者就労総合支援費 21,370 

県庁業務障害者就労モデル事業費 保健福祉部 14,820 古紙リサイクル事業等での障害者雇用 ○

就労支援費 保健福祉部 6,550 ホームヘルパー養成研修等 ○

初任者研修事業費

ポジティブ・アクション推進費

県立学校施設整備費

学校活性化プロジェクト事業費

教育・福祉複合施設整備費（再掲）

人材確保・教員採用事業費

事業等の名称
重点
事業備　　　　　　　考

主要
事業
概要

新規 担当部局 H20予算(千円)

県立学校震災対策費
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障害者工賃向上支援費 新 保健福祉部 5,500 授産施設等へのコンサルタント派遣等 ○ ○

障害者就業・生活支援センター事業費 保健福祉部 20,769 相談・生活支援等 ○

障害者就業・生活サポート事業費 経済商工観光部 13,521 サポートセンター設置支援 ○

　取組19　安心できる地域医療の充実

111,350 ○

自治体病院開設者協議会支援費 保健福祉部 750 医師確保対策事業の支援

宮城県ドクターバンク事業費 保健福祉部 8,000 自治体病院への医師派遣 ○

医学生修学資金等貸付金 保健福祉部 101,400 大学生・大学院生等への貸付 ○

女性医師支援事業 新 保健福祉部 1,200 女性医師に対するキャリアカウンセリング等 ○

地域の中核的な病院整備推進費 保健福祉部 320,000 施設設備整備への助成

医療施設近代化施設整備費 保健福祉部 381,906 赤石病院　外２か所

救急業務高度化推進費 総務部 27,320 救急救命士養成教育等

小児救急医療対策費（再掲） 保健福祉部 20,000 夜間の小児救急電話相談等 ○ ○

救急医療体制強化推進費 保健福祉部 49,000 高度救命救急センターでの研究，人材育成等 ○

救急医師養成事業費 保健福祉部 5,000 二次心肺蘇生法等の研修会開催 ○

救急医療施設運営費 保健福祉部 120,000 大崎市民病院救命救急センター運営費助成

精神科救急医療システム運営費 保健福祉部 108,302 休日・夜間当番病院運営等

18,700 

地域リハビリテ ション医療体制整備費 保健福祉部 4 000 二次医療圏体制整備 ○

事業等の名称 新規

自治体病院等医師確保対策費

H20予算(千円)
主要
事業
概要

備　　　　　　　考
重点
事業担当部局

総合リハビリテーション体制整備費

事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

主要
事業
概要

地域リハビリテーション医療体制整備費 保健福祉部 4,000 二次医療圏体制整備 ○

高齢者リハビリテーション促進費 保健福祉部 2,500 訪問リハビリテーション体制整備 ○

リハビリテーション支援機能強化事業費 保健福祉部 5,500 ネットワーク整備，広域支援等 ○

地域リハビリテーション支援体制整備費 保健福祉部 6,700 協議会設置運営，市町村支援等 ○

障害者自立支援医療費 保健福祉部 1,557,749 障害者更生医療等の給付

高次脳機能障害者支援費 保健福祉部 3,234 支援プログラムの実施等 ○

心身障害者医療助成費 保健福祉部 1,770,388 重度心身障害者を対象にした医療費の助成

78,864 ○

がん対策総合推進費 保健福祉部 49,800 診療連携拠点病院の機能強化等 ○

生活習慣病検診管理指導事業費 保健福祉部 653 検診実施手法の検討・協議等 ○

がん講演会・予防展開催事業費 保健福祉部 751 予防等に対する普及啓発 ○

がん登録事業費 保健福祉部 10,130 登録・追跡調査 ○

がん診療連携拠点病院機能強化事業費 病院局 17,530 医療従事者研修，相談，情報提供等

在宅緩和ケア対策推進費 保健福祉部 6,500 がん末期患者の在宅療養支援体制整備 ○

肝炎治療特別促進費 新 保健福祉部 183,200 インターフェロン治療に対する医療費助成 ○

認定看護師養成事業費 保健福祉部 15,500 専門性の高い認定看護師の養成 ○ ○

看護師等養成所運営事業費 保健福祉部 106,980 看護師養成所の運営費助成

助産師確保対策費（再掲） 保健福祉部 5,110 助産師外来実施に向けた臨床実務研修等 ○

薬局機能向上推進費 新 保健福祉部 1,000 研修会開催等 ○

老人医療給付費負担金 保健福祉部 1,220,000 ７５歳以上高齢者等の医療費の県負担金

後期高齢者医療給付費負担金 新 保健福祉部 13,400,000 ７５歳以上高齢者等の医療費の県負担金 ○

後期高齢者医療財政安定化対策費 新 保健福祉部 3,760,000 財政安定化支援

国民健康保険財政健全化対策費 保健福祉部 14,100,000 財政調整・安定化支援

環境生活部 16,330 救済基金への拠出

がん対策推進費

石綿健康被害救済推進費
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　取組20　生涯を豊かに暮らすための健康づくり

8,777 

みやぎ２１健康プラン推進費 保健福祉部 2,275 推進協議会の運営，フォーラム開催等 ○

健康づくり運動普及事業費 保健福祉部 629 健康運動指導者研修会等 ○

喫煙防止対策推進費 保健福祉部 622 普及啓発 ○

女性の健康対策推進費 保健福祉部 1,008 健康相談等 ○

地域・職域連携推進費 保健福祉部 1,687 生活習慣病予防体制の整備・検討 ○

地域栄養管理対策費 保健福祉部 855 栄養ケアステーションの整備支援等 ○

食生活改善普及事業費 保健福祉部 1,701 食事バランスに関する普及啓発等 ○

メタボリックシンドローム対策費 保健福祉部 4,000 健康支援モデル事業，予防体験セミナー等の開催 ○

みやぎの食育推進費 保健福祉部 4,000 食育の普及推進 ○

75,477 ○

感染症危機管理等対策費 保健福祉部 16,700 肝炎ウイルス検査の強化等 ○

感染症予防事業費 保健福祉部 26,571 感染症指定医療機関運営費助成等 ○

エイズ等対策費 保健福祉部 2,000 エイズ予防知識普及啓発，ＨＩＶ検査等 ○

結核対策推進費 保健福祉部 206 指定医療機関指導検査等 ○

結核病床運営事業費 保健福祉部 30,000 仙台赤十字病院への助成 ○

新型インフルエンザ対策費 保健福祉部 2,000 研修会，訓練の開催等 ○

社会的引きこもりケア体制整備費 保健福祉部 2,924 専門相談員設置

心の健康づくり推進費 保健福祉部 6,100 健康相談等 ○

主要
事業
概要

重点
事業備　　　　　　　考H20予算(千円)担当部局

感染症対策費

新規

みやぎ２１健康プラン総合推進費

事業等の名称

9,230 

歯科保健対策強化事業費 保健福祉部 8,230 乳幼児フッ化物集団塗布モデル事業等 ○

地域巡回歯科保健対策費 保健福祉部 1,000 特別養護老人ホームへの巡回歯科保健事業 ○

　取組21　高齢者が元気に安心して暮らせる環境づくり

保健福祉部 8,975 活動推進員設置等 ○

明るい長寿社会づくり推進費 保健福祉部 59,417 情報誌発行，シルバースポーツ振興等 ○

高齢者生活支援・生きがい健康づくり推進費 保健福祉部 84,994 高齢者の日常生活支援

介護保険給付費負担金 保健福祉部 16,600,000 高齢者への介護給付費の県負担金

地域支援事業交付金 保健福祉部 540,000 介護予防事業に対する交付金

介護保険低所得者利用負担軽減対策費 保健福祉部 42,081 社会福祉法人等への助成

6,636 

介護予防調査推進費 保健福祉部 238 要支援・介護状態要因調査

介護予防に関する事業評価・市町村支援費 保健福祉部 5,999 事業評価・市町村支援委員会の運営等 ○

小規模多機能居宅介護促進費 保健福祉部 399 新規参入者への研修

老人福祉施設等整備費 470,685 ○

特別養護老人ホーム建設事業費 保健福祉部 10,500 施設整備助成 ○

養護老人ホーム建設事業費 保健福祉部 435,185 施設整備助成

介護老人保健施設整備費 保健福祉部 25,000 施設整備助成

療養病床再編・転換推進費 新 保健福祉部 20,000 施設整備助成 ○ ○

福祉サービス第三者評価推進費 保健福祉部 1,160 第三者評価制度の普及，評価基準作成等 ○

ユニットケア促進研修事業費 保健福祉部 352 ユニットケア指導者養成研修

歯科保健総合対策費

主要
事業
概要

重点
事業担当部局事業等の名称

老人クラブ活動助成費

H20予算(千円) 備　　　　　　　考

介護予防推進費

新規
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介護保険研修推進費 39,468 

介護支援専門員資質向上対策費 保健福祉部 28,767 現任・実務研修等 ○

介護支援専門員支援体制強化事業費 保健福祉部 6,031 ケアマネジャー指導者養成等 ○

地域包括支援センター職員等研修事業費 保健福祉部 4,670 技術修得研修等 ○

高齢者虐待対策費 保健福祉部 3,779 ネットワーク構築，普及啓発等 ○

孤立死防止推進費 新 保健福祉部 1,600 普及啓発，実態調査等への助成等

介護サービス情報の公表推進費 保健福祉部 1,572 公表制度実施支援

認知症地域医療支援費 保健福祉部 1,252 かかりつけ医研修等 ○

シルバー人材センター設立・育成事業費 経済商工観光部 11,597 運営支援等

　取組22  障害があっても安心して生活できる地域社会の実現

1,249,455 ○

事業運営円滑化事業費 保健福祉部 251,577 従前額保障の引上げ

通所サービス利用促進費 保健福祉部 175,251 送迎サービスへの助成

小規模作業所緊急支援費 保健福祉部 28,600 小規模作業所運営費助成

デイサービス事業等緊急移行支援費 保健福祉部 3,000 経過的な運営費助成

障害者自立支援基盤整備費 保健福祉部 480,478 施設改修費等助成

移行等支援費 保健福祉部 4,000 小規模作業所等へのコンサルタント派遣

精神障害者退院促進強化事業費 保健福祉部 3 478 退院支援に関する専門家養成研修等

事業等の名称 担当部局

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費

重点
事業

主要
事業
概要

新規 H20予算(千円) 備　　　　　　　考

主要
事業
概要

備　　　　　　　考
重点
事業事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円)

精神障害者退院促進強化事業費 保健福祉部 3,478 退院支援に関する専門家養成研修等

グループホーム・ケアホーム整備推進費 保健福祉部 13,000 施設借上げの敷金等初度経費の助成

就労支援事業移行初期支援強化事業費 保健福祉部 37,000 職場実習受入企業に対する設備助成等

在宅重度障害者地域生活支援基盤整備費 保健福祉部 3,000 指定重度訪問介護事業者への従前額保障等

相談支援体制整備特別支援費 保健福祉部 7,029 アドバイザー派遣，ピアサポートへの設備助成等

障害児療育支援体制整備費 保健福祉部 14,783 相談支援のための遊具，療育器具整備等

法施行円滑化事務等特別支援費 保健福祉部 55,145 広報，システム改修等事務経費

事業者コスト対策費 保健福祉部 1,700 事務経費増加分への助成

進行性筋萎縮症者激変緩和事業費 保健福祉部 4,250 療養介護利用者への激変緩和措置

オストメイト対応トイレ設備緊急整備費 保健福祉部 31,500 公共施設等へのオストメイト対応トイレ整備

視覚障害者等情報支援緊急基盤整備費 保健福祉部 25,508 自治体等での情報支援機器等整備

緊急措置事業費 新 保健福祉部 110,156 就労支援を行う事業者への助成等

保健福祉部 2,210 バリアフリー思想の普及・啓発 ○

知的障害者援護施設特別処遇加算助成費 保健福祉部 27,000 指導員の加配助成

みやぎ障害者ＩＴサポート事業費（再掲） 保健福祉部 20,900 サポートセンター運営委託等 ○

障害者就労総合支援費（再掲） 21,320 

県庁業務障害者就労モデル事業費 保健福祉部 14,820 古紙リサイクル事業等での障害者雇用 ○

就労支援費 保健福祉部 6,500 ホームヘルパー養成研修等 ○

障害者工賃向上支援費（再掲） 保健福祉部 5,500 授産施設等へのコンサルタント派遣等 ○ ○

障害者就業・生活支援センター事業費（再掲） 保健福祉部 20,769 相談・生活支援等 ○

障害者就業・生活サポート事業費（再掲） 経済商工観光部 13,521 サポートセンター設置支援 ○

職場適応訓練事業費 経済商工観光部 23,622 職業訓練を事業主に委託

精神障害者自立生活支援費 保健福祉部 11,600 自立生活支援員の派遣等 ○

障害児（者）相談支援費 保健福祉部 60,130 療育指導・相談等 ○

バリアフリーみやぎ推進費
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高次脳機能障害者支援費（再掲） 保健福祉部 3,234 支援プログラムの実施等 ○

発達障害者支援センター事業費 保健福祉部 24,000 相談・就労支援等 ○

地域福祉推進費 10,741 

地域福祉推進普及事業費 保健福祉部 876 みやぎ保健医療福祉プランの普及・推進

地域福祉活動促進費 保健福祉部 1,790 人材育成等 ○

地域福祉市町村支援費 保健福祉部 1,361 住民ワークショップの開催等 ○

地域福祉実践モデル事業費 保健福祉部 3,842 地域力を高める拠点整備 ○

共生型地域生活総合支援費 保健福祉部 777 共生型グループホームの運営支援 ○

多機能型地域ケアホーム運営強化対策費 保健福祉部 195 ケアホームの運営支援

地域資源再構築・連携型福祉サービス支援費 保健福祉部 1,900 調査研究事業

障害者介護・訓練等給付費負担金 保健福祉部 3,861,079 障害者への介護・訓練等給付の県負担金

障害者グループホーム等整備費 保健福祉部 1,350 改修，備品購入への助成 ○

2,003,006 

特定疾患治療対策費 保健福祉部 1,705,653 医療費助成等

小児慢性特定疾患対策費 保健福祉部 297,353 医療費助成等

難病特別対策推進費 保健福祉部 9,689 難病相談支援センターの運営等 ○

遷延性意識障害者対策費 保健福祉部 65,329 医療費助成等

重度障害者対策費 保健福祉部 29,788 ＡＬＳ等総合対策 ○

重症心身障害児（者）通園事業費 保健福祉部 84,964 日常生活機能訓練

特定疾患対策費

重点
事業事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考

主要
事業
概要

　取組23  生涯学習社会の確立とスポーツ・文化芸術の振興

教育庁 2,741 各種情報の収集更新等 ○

教育庁 1,400 電話・面接相談

教育庁 5,437 講座の実施等 ○

教育庁 16,959 総合型地域スポーツクラブ創設育成支援 ○

教育庁 156,917 競技力向上対策事業助成等 ○

教育庁 130,127 競技団体に対する参加費助成等

教育庁 22,950 高校生年代のサッカー大会開催等

企画部 20,000 ベガルタ仙台への支援等

ふれあい漁港整備費 新 農林水産部 29,100 マリンスポーツの健全な育成と交流の場の整備

障害者地域生活支援費 保健福祉部 42,363 スポーツ，レクレーション活動支援等

教育庁 8,162 宮城県芸術祭巡回小劇場等 ○

環境生活部 9,914 宮城県芸術選奨の授与等

環境生活部 18,036 実行委員会負担金 ○ ○

環境生活部 48,150 文化団体への芸術活動助成

環境生活部 2,900 文化交流訪問団の派遣

世界遺産登録推進費 新 教育庁 2,500 専門家委員会，シンポジウム開催等 ○ ○

瑞巌寺保存修理助成費 新 教育庁 3,920 本堂等修復費助成 ○ ○

教育庁 4,608 建造物管理助成等

特別名勝松島保存管理計画策定費 新 教育庁 470 計画改定

新規

文化活動促進費

事業等の名称

文化振興事業費

生涯学習関係情報提供システム運営費

広域スポーツセンター事業費

みやぎ県民大学推進費

担当部局

指定文化財管理事業費

みやぎの文化力育成支援費

スポーツ選手強化対策費

主要
事業
概要

重点
事業H20予算(千円) 備　　　　　　　考

グランディ・２１フェスティバル開催支援費

中国吉林省文化交流推進費

みやぎ県民文化創造の祭典開催事業費

Ｊリーグチーム推進費

生涯学習相談事業費

国民体育大会参加事業費
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教育庁 55,867 

貴重資料保存修復事業費 教育庁 2,258 古絵図修復等 ○

市町村図書館支援費 教育庁 53,609 ネットワークシステム運営等 ○

教育庁 73,539 

展示事業費 教育庁 69,316 常設展，企画展

教育普及事業費 教育庁 4,223 創作活動支援等 ○

東北歴史博物館企画運営費 教育庁 32,991 

展示事業費 教育庁 31,643 常設展，特別展

教育普及事業費 教育庁 1,348 博物館講座，体験教室等

自然の家整備費 教育庁 28,800 松島自然の家改修設計等

（４） コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実                            

　取組24  コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実                            

土木部 106,100 マスタープランの策定調査 ○

土木部 2,835,000 仙石線多賀城地区連続立体交差事業等 ○

土木部 2,985,127 仙塩流域下水道等７流域 ○

土木部 [1,747,000]

土木部 194,420 組合等施行事業への助成 ○

中心市街地商業活性化支援費（再掲） 経済商工観光部 4 256 基本計画策定助成等 ○ ○

［債務負担行為］

新規 担当部局

市街地再開発事業費

備　　　　　　　考

美術館企画運営費

事業等の名称

街路事業費（公共事業等）（再掲）

都市計画基礎調査費

図書館企画運営費

流域下水道建設事業費（特別会計）

主要
事業
概要

重点
事業H20予算(千円)

事業等の名称 新規 担当部局
主要
事業
概要

H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

中心市街地商業活性化支援費（再掲） 経済商工観光部 4,256 基本計画策定助成等 ○ ○

宮城県交通計画推進費 新 企画部 890 計画の進行管理

企画部 107,166 地方路線バス運行費助成 ○ ○

企画部 40,327 鉄道施設保全整備費助成 ○

企画部 30,000 エレベーター設置助成 ○ ○

企画部 175,190 離島航路運行費助成，経営安定資金貸付 ○

（５）だれもが安全に，尊重し合いながら暮らせる環境づくり

　取組25  安全で安心なまちづくり

39,985 ○

安全安心まちづくり推進費 環境生活部 4,000 県民運動の推進 ○

学校安全教育・安全体制整備推進費 教育庁 27,158 スクールガード・リーダーの委嘱 ○

みやぎ安全・安心活性化プラン推進費 警察本部 8,827 スクールサポーターの配置 ○

民生委員協議会活動事業費 保健福祉部 140,054 活動費，運営費への助成

少年非行防止対策費 警察本部 6,301 警察ボランティア活動等

交番相談員等設置費 警察本部 77,312 交番相談員，警察安全相談員の配置 ○

１１０番通信指令システム改修事業費 警察本部 21,670 通信指令総合管理システム更新

緊急配備支援システム整備費 警察本部 123,211 システム運用

石巻警察署分庁舎建設費 警察本部 367,500 建設工事

（仮称）機動センター整備費 警察本部 30,000 基本・実施設計 ○

［債務負担行為］ 警察本部 [30,000]

交番・駐在所建設費 警察本部 56,000 ２か所

犯罪被害者支援基盤整備費 警察本部 4,974 みやぎ被害者支援センターへの助成等

離島航路対策費

安全安心まちづくり対策費

新規 担当部局

地方鉄道対策費

事業等の名称

鉄道駅舎等エレベーター整備助成費

地方生活バス路線対策費

主要
事業
概要

重点
事業備　　　　　　　考H20予算(千円)

- 33-



薬物乱用防止推進費 保健福祉部 1,909 薬物乱用防止啓発，相談 ○

配偶者暴力（ＤＶ）被害者支援費 保健福祉部 386 自立支援，DV防止普及啓発 ○

子ども人権対策費 保健福祉部 2,548 虐待防止等の人権啓発 ○

2,796,591 

道路管理者分 土木部 1,767,000 歩道，交差点改良等

公安委員会分 警察本部 1,029,591 信号機新設，交通規制標識設置等

飲酒運転根絶推進費 新 企画部ほか 4,759 普及啓発，取締用機材整備等 ○

違法駐車対策費 警察本部 101,562 放置車両確認事務委託等

環境生活部 85,912 地方消費生活相談等

環境生活部 4,088 消費者啓発，ハンドブックの作成 ○

環境生活部 8,500 青年リーダー育成研修等

県社会福祉協議会退職手当助成費 保健福祉部 87,279 退職給与引当金相当額助成

生活保護扶助費 保健福祉部 3,027,292 生活扶助，医療扶助等

運転免許証ＩＣカード化推進費 警察本部 99,543 平成２１年１月４日導入

　取組26  外国人も活躍できる地域づくり

多文化共生推進体制整備費 経済商工観光部 835 審議会運営等 ○

在住外国人支援費 6,523 

コミ ニケ ション支援費 経済商工観光部 3 046 みやぎ外国人相談センタ 設置等 ○

交通安全施設整備費

地域活動青年指導者育成費

消費生活保護推進費

事業等の名称

消費者被害未然防止対策費

H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業担当部局新規

主要
事業
概要

事業等の名称 新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考
重点
事業

主要
事業
概要

コミュニケーション支援費 経済商工観光部 3,046 みやぎ外国人相談センター設置等 ○

生活支援費 経済商工観光部 2,759 災害時外国人サポートウェブシステムの運用等 ○

地域づくり推進費 経済商工観光部 718 シンポジウム開催 ○

宮城県国際交流協会運営助成費 経済商工観光部 42,823 国際交流・協力の推進

外国青年招致事業費 経済商工観光部 16,999 国際交流員受入・研修等

2,460 

中国・吉林省友好交流事業費 経済商工観光部 881 県訪問団の派遣等 ○

米国・デラウェア州友好交流事業費 経済商工観光部 800 デラウェア大学生等招致，県内学生派遣等 ○

伊国・ローマ県友好交流事業費 経済商工観光部 779 ローマ県訪問団の受入等 ○

海外技術研修員受入事業費 経済商工観光部 6,713 ４名受入予定

友好姉妹省州県交流事業費
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４　人と自然が調和した美しく安全な県土づくり

（１）経済・社会の持続的発展と環境保全の両立

　取組27  環境に配慮した社会経済システムの構築と地球環境保全への貢献                     

農林水産部 321,597 地域資源の保全向上活動組織への助成 ○

環境生活部 2,003 シンポジウム開催等 ○

環境生活部 703 環境配慮行動指針の普及等 ○

環境生活部 2,889 ラジオスポットＣＭ等 ○

環境生活部 1,991 グリーン製品の認定等 ○

「ダメだっちゃ温暖化」みやぎ推進費 環境生活部 3,000 ○

みやぎ地球温暖化対策地域推進費 環境生活部 2,000 二酸化炭素排出抑制への支援 ○

みやぎ「ダメだっちゃ温暖化」推進費 新 環境生活部 1,000 県民会議の運営等 ○

環境生活部 1,740 審議会開催，普及啓発等 ○

農林水産部 6,000 廃コンクリート二次製品の骨材化等

農業用廃プラスチック回収強化事業 新 農林水産部 3,000 地域適正処理推進協議会の支援等

12,248 

エコファーマー支援普及事業費(再掲) 農林水産部 1,198 セミナー開催等 ○

環境にやさしい農業定着促進費(再掲) 農林水産部 11,050 農産物表示認証制度検討等 ○

農林水産部 67,967 環境保全型農業実践組織への助成 ○ ○

環境生活部 397 モデル地区での取組支援等

宮城県グリーン製品普及拡大事業費

事業等の名称

農地・水・環境保全営農活動支援費

エコドライブ推進費

農地・水・農村環境保全向上活動支援費

グリーン購入普及拡大事業費

環境基本計画推進費

重点
事業担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考

自然エネルギー等・省エネルギー促進費

自然エネルギー地産地消導入促進モデル事業費

コンクリート製品再生利活用促進費

環境保全型農業推進費（再掲）

新規
主要
事業
概要

　取組28  廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）と適正処理の推進                         

環境生活部 816 重点市町村に対する助成 ○

産業廃棄物税基金事業費 469,290 ○

３Ｒ推進普及啓発事業費 環境生活部ほか 16,278 メディアでの広報，小学校での演劇上演等 ○

産業廃棄物等処理実態調査事業費 新 環境生活部 21,200 廃棄物等の現状調査

産業廃棄物発生抑制等支援費 環境生活部 207,740 ３Ｒ推進のための助成、人材派遣等 ○

宮城県グリーン製品調達モデル事業費 新 土木部 12,300 公共工事でのリサイクル製品活用促進

みやぎエコファクトリー立地促進奨励費（再掲） 環境生活部 50,650 立地企業への奨励金 ○

産業廃棄物不適正処理対策費 環境生活部 22,660 仙台市への交付金

産業廃棄物不法投棄監視強化事業費 環境生活部 27,660 産廃Gメンの増員配置等 ○

産業廃棄物処理システム健全化促進費 環境生活部 1,000 処理体制の普及促進 ○

家畜排せつ物広域流通円滑化事業費 農林水産部 16,500 たい肥保管庫整備費助成

たい肥施用技術確立事業費 農林水産部 500 たい肥の利用促進

コンクリート製品再生利活用促進費（再掲） 農林水産部 6,000 廃コンクリート二次製品の骨材化等

食品循環資源飼料化推進費（再掲） 新 農林水産部 1,000 エコフィードの利活用推進

農業用廃プラスチック回収強化事業費（再掲） 新 農林水産部 3,000 地域適正処理推進協議会の支援等

大学等シーズ実用化促進費（再掲） 経済商工観光部 25,000 自動車部品の超臨界塗装技術の実用化 ○

木造建築物建材再利用推進費 新 教育庁 7,500 古川工業高での実践教育

産業廃棄物減量化試験費 新 環境生活部ほか 50,302 リサイクル等の試験研究

環境生活部 313,778 基金積立金

環境生活部ほか 508,165 村田町竹の内地区 ○

食品リサイクル施設整備助成費 新 農林水産部 704,100 バイオマス利活用施設 ○

事業等の名称
重点
事業備　　　　　　　考H20予算(千円)

産業廃棄物処理施設対策費

３Ｒ推進市町村等支援費

産業廃棄物税基金設置費

担当部局新規
主要
事業
概要
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農林水産部 327,544 加美町等

土木部 810,000 阿武隈川下流流域下水道 ○

環境生活部 13,946 適正処理推進員の設置等

環境生活部 37,000 処理基金への拠出

（２） 豊かな自然環境，生活環境の保全

　取組29  豊かな自然環境，生活環境の保全

環境生活部 27,921 サンクチュアリセンター管理等

74,239 ○

伊豆沼・内沼自然再生推進費 環境生活部 27,239 自然再生全体構想の策定等 ○

蒲生干潟自然再生推進費 環境生活部 47,000 導流堤改修工事等 ○

森林病害虫防除事業費 農林水産部 110,290 松くい虫被害予防等 ○

リアスの森保全対策費 農林水産部 3,752 枯損木除去 ○

環境生活部 5,510 防鹿柵の設置等 ○

農林水産部 679,608 造林事業等 ○

環境生活部 2,725 高山植物群落の保護復元施設設置等

環境生活部 25,783 計画策定，評価委員会開催等 ○ ○

環境生活部 2,550 システム整備等 ○

田んぼの楽校協働推進体制整備費（再掲） 農林水産部 600 地域，学校教育との協働活動組織の支援 ○

備　　　　　　　考

H20予算(千円) 備　　　　　　　考

主要
事業
概要

重点
事業H20予算(千円)事業等の名称

森林育成事業費（公共事業等）（再掲）

金華山森林復元事業費

自然再生推進費

担当部局

栗駒山自然景観保全修復事業費

下水汚泥燃料化施設整備費（特別会計）

ＰＣＢ廃棄物適正処理推進費

新規

傷病鳥獣救護推進費

ＰＣＢ廃棄物処理計画推進費

伊豆沼・内沼環境保全対策費

野生鳥獣保護管理事業費

畜産環境総合整備費（公共事業）

事業等の名称 新規 担当部局
重点
事業

主要
事業
概要

農業用水水源地域保全対策費 新 農林水産部 30,000 水源林保全調査等

環境生活部 33,331 維持管理

土木部 615,917 みちのく杜の湖畔公園等

みどりのクニづくり事業費 環境生活部ほか 10,589 緑化団体の活動支援

環境生活部 2,811 インストラクター養成講座等 ○

環境生活部 700 緑化活動支援

環境生活部 6,398 松島湾環境改善効果調査 ○

環境生活部 1,000 鳴瀬川流域水循環計画の普及啓発等 ○

環境生活部 60,834 大気汚染常時監視システム等

環境生活部 65,000 浄化槽設置への助成

環境生活部ほか 36,141 除去工事

（３）住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成

　取組30  住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成          

農林水産部 384,557 土地改良施設の機能保持等 ○

土木部 500 歩道除雪計画の策定 ○

参加型灌漑管理支援事業費（再掲） 農林水産部 3,607 中国吉林省との草の根技術協力事業

土地改良区総合強化対策費 農林水産部 10,500 統合整備推進協議会への支援等

農林水産部 600 地域，学校教育との協働活動組織の支援 ○

農林水産部 216,239 耕作放棄地発生防止 ○

グリーン・ツーリズム促進費（再掲） 農林水産部 6,650 都市と農山漁村の交流促進 ○

農林水産部 321,597 地域資源の保全向上活動組織への助成 ○ ○

土木部 5,853 市町村景観計画策定支援等 ○ ○

農地・水・農村環境保全向上活動支援費（再掲）

H20予算(千円)
重点
事業

主要
事業
概要

備　　　　　　　考

閉鎖性水域水質保全事業費

浄化槽設置推進費

県民の森保全事業費

都市公園事業費（公共事業等）

県有建築物アスベスト対策費

土地改良施設維持管理適正化事業費

中山間地域等直接支払交付金事業費

田んぼの楽校協働推進体制整備費（再掲）

雪みち計画策定事業費

森林環境共生育成事業費

大気汚染観測局管理費

水循環計画策定事業費

新規

みやぎ緑づくり活動推進費

事業等の名称 担当部局

みやぎの景観形成事業費
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（４）宮城県沖地震など大規模災害による被害を最小限にする県土づくり

　取組31  宮城県沖地震に備えた施設整備や情報ネットワークの充実   

土木部 800,000 耐震補強工事等 ○ ○

土木部 804,000 浄化センター等の耐震化整備分 ○

［債務負担行為］ 土木部 [609,000]

土木部 163,500 落石防止

土木部 4,529,000 国道３９８号等

企業局 407,888 水管橋耐震化工事等 ○ ○

土木部 74,300 耐震診断・耐震改修工事助成 ○ ○

農林水産部 240,000 防潮水門改修 ○

土木部ほか 477,000 避難施設整備等 ○

土木部 268,000 防潮水門遠隔操作化等 ○ ○

土木部 17,700 津波防災意識啓発等 ○

津波情報ネットワーク構築事業費 総務部 6,000 情報収集伝達方法の検討 ○

防災情報システム管理費 総務部 174,195 システムの運用，維持管理

地域衛星通信ネットワーク整備費 総務部 5,049 映像設備デジタル化

土木部 60,000 ＧＩＳを活用した道路情報提供 ○

災害対応広域訓練事業費 新 警察本部 3,371 東北管区広域緊急援助隊合同訓練

　取組32  洪水や土砂災害などの大規模自然災害対策の推進        

津波・高潮危機管理対策費

流域下水道建設事業費（特別会計）（再掲）

災害防除事業費

海岸保全施設整備費

H20予算(千円) 備　　　　　　　考
主要
事業
概要

重点
事業新規

木造住宅等震災対策費

道路橋梁震災対策費

水管橋震災対策費（企業会計）

事業等の名称

道路管理ＧＩＳシステム整備費

防潮水門等機能強化対策費

担当部局

緊急輸送道路整備費

津波対策強化推進費

土木部 50,000 災害時の情報提供システム整備 ○

土木部 11,293,265 河川改修等 ○ ○

土木部 [60,000]

土木部ほか 1,151,860 高潮対策，局部改良等

土木部 4,453,021 長沼ダム等 ○

土木部 [5,950,000]

土木部 1,833,920 砂防ダム等 ○ ○

土木部 [131,000]

土木部 751,500 法枠工事等 ○

土木部 [60,000]

農林水産部 1,136,254 荒廃山地復旧等 ○

災害復旧事業費（公共事業等） 土木部ほか 3,892,270 被災土木施設等の災害復旧

　取組33  地域ぐるみの防災体制の充実

消防広域化促進費 総務部 263 市町村消防広域化検討会議の開催等 ○

防災ヘリコプター運航管理費 総務部 161,007 緊急運航・訓練経費等

地域防災力向上支援費 総務部 3,511 総合防災訓練の実施等

防災教育基本指針策定事業 新 教育庁 1,300 学習カリキュラム作成等

総務部 [3,764,000] ＰＦＩ事業 ○

中小企業ＢＣＰ策定支援費 経済商工観光部 2,057 緊急時企業存続計画策定への専門家の派遣等 ○

災害ボランティア受入体制整備費 保健福祉部 7,800 大規模災害時のボランティア受入体制整備等 ○

砂防事業費（公共事業等）

消防学校移転整備費
［債務負担行為］

［債務負担行為］

治山事業費（公共事業等）

事業等の名称

急傾斜地崩壊対策費（公共事業等）

［債務負担行為］

［債務負担行為］

主要
事業
概要

主要
事業
概要

重点
事業

重点
事業

海岸事業費（公共事業等）

河川事業費（公共事業等）

担当部局事業等の名称 H20予算(千円) 備　　　　　　　考

［債務負担行為］

新規

ダム建設事業費（公共事業等）

新規 担当部局 H20予算(千円) 備　　　　　　　考

情報基盤緊急整備費
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５　ビジョンの実現を支える連携・協働体制の構築と効率的な県政運営の確保

みやぎ新しいまち・未来づくり推進費 総務部 142,369 市町村合併交付金等 ○ ○

みやぎ地域アイデンティティー形成推進費 企画部 3,300 合併市町村支援

市町村振興総合支援費 企画部 692,100 市町村振興総合補助金 ○ ○

権限移譲等交付金 総務部 158,252 移譲事務交付金等 ○

県税交付金等 総務部 74,332,658 県税交付金，徴税取扱費交付金等

電源立地地域対策交付金 企画部 1,444,101 市町村交付金等

56,963 ○

みやぎＮＰＯ夢ファンド支援費 環境生活部 4,000 ファンドへの拠出金 ○

みやぎＮＰＯサポートローン支援費 環境生活部 10,000 短期融資

ＮＰＯマネジメントサポート推進費 環境生活部 3,700 セミナー開催等 ○

ＮＰＯ活動拠点整備費 環境生活部 2,209 県有施設活用による拠点整備

ＮＰＯ活動実態・意向調査費 新 環境生活部 1,518 調査の実施・分析

民間非営利活動プラザ事業費 環境生活部 35,536 みやぎＮＰＯプラザの運営

電子県庁推進費 企画部 374,232 

共通基盤システム保守・運用事業費 企画部 120,776 保守・機器運用等アウトソーシング業務

電子申請システム運用事業費 企画部 195,813 運用管理アウトソーシング業務

情報システム最適化事業費 企画部 18,743 最適化計画作成等

事業等の名称
主要
事業
概要

重点
事業担当部局 H20予算(千円)新規

ＮＰＯ活動促進費

備　　　　　　　考

ＬＧＷＡＮ整備・運用等事業費 企画部 72,158 総合行政ネットワーク運営費負担金等

みやぎハイパーウェブ構築事業費 新 企画部 38,900 ネットワーク再構築

バックオフィスシステム運用事業費 企画部ほか 332,883 保守・機器運用等業務

地方税電子申告システム運用事業費 総務部 50,115 電子申告・収納手続システム

海区漁業調整委員会委員選挙費 総務部 30,000 平成20年8月7日任期満了

注）「重点事業」欄に○が付されている事業は，その一部または全部が県の重点事業となっているもの。

（県の重点事業の一覧表は政策課のホームページに掲載）
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